
 

第１３回 通常総会議案書 

日 時 令和７年５月２６日（月）午後５時より 

 

場 所 リーガロイヤルホテル新居浜  

（新居浜市前田町６－９） 

新居浜市一宮町２丁目４番８号 

 公益社団法人 新居浜法人会 





第１３回通常総会次第 

公益社団法人 新居浜法人会 

日 時 令和７年５月２６日（月）午後５時より 

場 所 リーガロイヤルホテル新居浜 ２F伊予の間 
第１部 通常総会（議事の部） １７時～１７時５０分 

１．開       会 

２．会  長  挨  拶 

３．議  長  就  任 

４．議事録署名人の指名 

５．決議事項 

第１号議案 令和６年度決算報告（案）・監査報告 承認の件  

    第２号議案 役員選任（案）承認の件 

    第３号議案 定款変更（案）承認の件 

    第４号議案 会費変更（案）承認の件 

  ６．報告事項 

（１）理事会承認事項 

令和６年度事業活動報告 

令和７年度事業計画 

令和７年度収支予算 

規程改定報告 

役員等の選任及び退任に関する規程変更 

職員給与規程変更 

（２）その他 

７．議長退任 

８．閉会 

 

第２部 臨時理事会 

 時間 １７時５０分～１８時 

  代表理事（会長）・代表理事（業務執行理事：副会長２名）・業務執行理事（副会副 

会長）４名・常任理事・顧問 選出 

 

第３部 式典 １８時１０分～１９時 

（会長挨拶・来賓挨拶・各種表彰） 

 

第４部 懇親会   １９時１０分～２０時４０分 



（単位：円）

当年度 前年度 備考

１流動資産

4,358,838 4,886,404

　流　動　資　産　合 計 4,358,838 4,886,404

２固定資産

（１）基本財産

定期預金 9,000,000 9,000,000

基　本　財　産　合　計 9,000,000 9,000,000

（２）特定資産

什器備品減価償却引当資産 627,262 627,262

周年行事引当資産 1,500,000 1,500,000

社会貢献活動引当資産 600,000 600,000

退職給付引当資産 1,025,300 965,300

特　定　資　産　合　計 3,752,562 3,692,562

固　定　資　産　合　計 12,752,562 12,692,562

17,111,400 17,578,966

Ⅱ負債の部

１．流動負債

272,790 320,118

0 0

流　動　負　債　合　計 272,790 320,118

２.固定負債

1,025,300 965,300

1,025,300 965,300

負　　債　　合　　計 1,298,090 1,285,418

Ⅲ正味財産の部

0 0

15,813,310 16,293,548

(9,000,000) (9,000,000)

（2,727,262) （2,727,262)

15,813,310 16,293,548

17,111,400 17,578,966負債及び正味財産合計

預 り 金

法人税等引当金

退職給付引当金

固 定 負 債 合 計

1 ． 指 定 正 味 財 産

（内基本財産への充当額）

（内特定資産への充当額）

正 味 財 産 合 計 額

2 ． 一 般 正 味 財 産

貸　借　対　照　表（案）

令和７年３月３１日現在

資　　産　　合　　計

科　　　　　　　目

Ⅰ資産の部

現金預金

第１号議案



（単位：円）

当年度 前年度 増減 備　　考

Ⅰ 一般正味財産増減の部

 １．経常増減の部

　(1) 経常収益

基本財産運用益 ( 1,577 ) ( 196 ) ( 1,381 )

基本財産受取利息 1,577 196 1,381

特定資産運用益 ( 10 ) ( 10 ) ( 0 )

特定資産受取利息 10 10 0

 受取会費 ( 8,026,000 ) ( 7,861,780 ) ( 164,220 )

正会員受取会費 7,648,000 7,477,780 170,220

賛助会員受取会費 378,000 384,000 △ 6,000

事業収益 ( 309,000 ) ( 364,000 ) ( △ 55,000 )

広報事業収益 213,000 244,000 △ 31,000

会員親睦事業収益 96,000 120,000 △ 24,000

受取補助金等 ( 7,446,646 ) ( 7,387,273 ) ( 59,373 )

受取県法連補助金 530,046 410,073 119,973

受取全法連助成金振替額 6,566,600 6,587,200 △ 20,600

受取全法連助成金Ｂ 350,000 390,000 △ 40,000

受取負担金 ( 459,000 ) ( 960,000 ) ( △ 501,000 )

受取負担金 378,000 △ 378,000

青年・女性部会受取負担金 459,000 582,000 △ 123,000

受取寄付金 ( 51,500 ) ( 58,751 ) ( △ 7,251 )

受取寄付金 51,500 58,751 △ 7,251

雑収益 ( 476,303 ) ( 620,787 ) ( △ 144,484 )

受取利息 5,702 75 5,627

雑収入 470,601 620,712 △ 150,111

　　【経常収益計】 ( 16,770,036 ) ( 17,252,797 ) ( △ 482,761 )

　(2) 経常費用

事業費 [ 13,560,996 ] [ 15,578,552 ] [ △ 2,017,556 ]

(税知識の普及を目的とする事業)：研修 ( 623,800 ) ( 833,534 ) ( △ 209,734 ) 　公１

会議費 20,000 52,000 △ 32,000

旅費交通費 7,080 16,500 △ 9,420

通信運搬費 140,866 113,867 26,999

消耗品費 92,625 143,914 △ 51,289

印刷製本費 68,701 163,611 △ 94,910

消耗什器備品費 72,000 △ 72,000

会場費 262,988 239,937 23,051

支払負担金 30,000 30,000 0

支払手数料 1,540 1,705 △ 165

(納税意識の高揚を目的とする事業)：税の広報 ( 766,584 ) ( 726,980 ) ( 39,604 ) 　公１

会議費 75,331 70,665 4,666

通信運搬費 398,121 397,153 968

消耗品費 143,970 75,756 68,214

印刷製本費 97,622 122,196 △ 24,574

支払負担金 50,000 60,000 △ 10,000

支払手数料 1,540 1,210 330

(税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業) ( 434,790 ) ( 702,150 ) ( △ 267,360 ) 　公１

会議費 28,000 34,000 △ 6,000

旅費交通費 354,720 538,490 △ 183,770

支払負担金 49,000 126,000 △ 77,000

通信運搬費 2,520 1,680 840

支払手数料 550 1,980 △ 1,430

(地域企業の健全な発展に資する事業)：経営支援 ( 189,188 ) ( 1,803,292 ) ( △ 1,614,104 ) 　公２

旅費交通費 130,960 △ 130,960

通信運搬費 1,680 △ 1,680

印刷製本費 24,948 27,500 △ 2,552

諸謝金 990,000 △ 990,000

委託費 118,800 140,800 △ 22,000

会場費 45,000 511,142 △ 466,142

支払手数料 440 1,210 △ 770

(地域社会への貢献を目的とする事業)：社会貢献 ( 285,269 ) ( 326,782 ) ( △ 41,513 ) 　公２

消耗品費 193,109 217,921 △ 24,812

支払寄附金 91,500 108,751 △ 17,251

支払手数料 660 110 550

令和６年度正味財産増減計算書(案）
令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

（公益比率：64.2 %)

科　　目

第１号議案

理事会承認事項



（単位：円）

当年度 前年度 増減 備　　考

令和６年度正味財産増減計算書(案）
令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

（公益比率：64.2 %)

科　　目

第１号議案

理事会承認事項

(会員増強、交流支援、福利厚生事業) ( 1,257,673 ) ( 1,259,288 ) ( △ 1,615 ) 　他１

会議費 781,035 605,093 175,942

旅費交通費 166,840 177,300 △ 10,460

通信運搬費 56,280 45,817 10,463

消耗品費 170,418 178,843 △ 8,425

印刷製本費 82,440 251,575 △ 169,135

支払手数料 660 660 0

( 10,003,692 ) ( 9,926,526 ) ( 77,166 )

給料手当 5,456,693 5,502,008 △ 45,315 共通経費(公76：収13)

退職給付費用 160,200 106,800 53,400 共通経費(公76：収13)

福利厚生費 958,060 854,285 103,775 共通経費(公76：収13)

通信運搬費 649,524 656,291 △ 6,767 共通経費(公76：収13)

消耗什器備品費 60,013 0 60,013 共通経費(公76：収13)

印刷製本費 1,113,094 1,296,225 △ 183,131 共通経費(公76：収13)

光熱水料費 150,168 141,786 8,382 共通経費(公76：収13)

賃借料 885,917 882,948 2,969 共通経費(公76：収13)

租税公課 1,487 1,513 △ 26 共通経費(公76：収13)

リース料 285,815 244,605 41,210 共通経費(公76：収13)

支払手数料 137,893 137,795 98 共通経費(公76：収13)

消耗品費 144,828 102,270 42,558 共通経費(公76：収13)

管理費 [ 3,689,278 ] [ 4,611,256 ] [ △ 921,978 ]

給料手当 674,422 680,023 △ 5,601

職員退職給付費用 19,800 13,200 6,600

福利厚生費 118,411 105,585 12,826

会議費 352,080 1,457,400 △ 1,105,320

旅費交通費 528,940 319,320 209,620

通信運搬費 301,192 342,355 △ 41,163

消耗什器備品費 7,417 0 7,417

消耗品費 61,789 228,546 △ 166,757

印刷製本費 375,797 367,070 8,727

光熱水料費 18,559 17,523 1,036

賃借料 109,495 109,128 367

リース料 35,325 30,231 5,094

会場費 354,889 205,050 149,839

諸会費 272,400 273,900 △ 1,500

租税公課 183 187 △ 4

支払寄付金 0 50,000 △ 50,000

支払負担金 80,000 2,000 78,000

渉外慶弔費 100,457 119,610 △ 19,153

表彰費 195,000 215,000 △ 20,000

支払手数料 20,122 21,265 △ 1,143

委託費 63,000 53,863 9,137

　   【経常費用計】 17,250,274 20,189,808 △ 2,939,534

　　 【当期経常増減額】 △ 480,238 △ 2,937,011 2,456,773

     【経常外収益計】 0

　 　【当期経常外増減額】 0 0 0

    【当期一般正味財産増減額】 △ 480,238 △ 2,937,011 2,456,773

    【一般正味財産期首残高】 16,293,548 19,230,559 △ 2,937,011

    【一般正味財産期末残高】 15,813,310 16,293,548 △ 480,238

Ⅱ 指定正味財産増減の部

     受取補助金等 6,566,600 6,587,200 △ 20,600

受取全法連助成金 6,566,600 6,587,200 △ 20,600

     一般正味財産への振替額 △ 6,566,600 △ 6,587,200 20,600

一般正味財産への振替額 △ 6,566,600 △ 6,587,200 20,600

    【当期指定正味財産増減額】 0 0 0

    【指定正味財産期首残高】 0 0 0

    【指定正味財産期末残高】 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 15,813,310 16,293,548 △ 480,238



１．重要な会計方針

（1）引当金の計上基準

　　　退職給付引当資産は、職員の退職給付に備えるため、中退共の掛金と共に当期末の

　　　要支給額を計上している。

（2）消費税等の会計処理

　　　消費税込額で表示している。　

２．会計方針の変更

　平成２４年度から「公益法人会計基準」（平成２０年４月１１日　平成２１年１０月１６日改正

　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

9,000,000 0 0 9,000,000

9,000,000 0 0 9,000,000

1,500,000 0 0 1,500,000

627,262 0 0 627,262

965,300 60,000 0 1,025,300

600,000 0 0 600,000

3,692,562 60,000 0 3,752,562

12,692,562 60,000 0 12,752,562

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
(内指定正味財産
からの充当額)

(内一般正味財産
からの充当額)

(内負債に対応
する額)

9,000,000 0 9,000,000 0

9,000,000 0 9,000,000 0

1,500,000 0 1,500,000 0

627,262 0 627,262 0

1,025,300 0 0 1,025,300

600,000 0 600,000 0

3,752,562 0 2,727,262 1,025,300

12,752,562 0 11,727,262 1,025,300合    計

社 会 貢 献 引 当 資 産

小    計

合    計

什器備品減価償却引資産

退 職 給 付 引 当 資 産

周 年 行 事 引 当 資 産

科　　　　目

基　本　財　産

定 期 預 金

小     計

特　定　資　産

社 会 貢 献 引 当 資 産

小    計

退 職 給 付 引 当 資 産

科　　　目

基　本　財　産

定 期 預 金

小     計

特　定　資　産

周 年 行 事 引 当 資 産

什器備品減価償却引資産

財務諸表に対する注記（案）

第１号議案 令和６年度決算報告承認の件



５．引当金の明細

　引当金の明細は次の通りである。 （単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

965,300 60,000 0 1,025,300

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高は、次のとおりである。
（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金

県連補助金
一般社団法人
愛媛県法人会
連合会

0 530,046 530,046 0

助成金

全法連助成金Ｂ
公益財団法人
全国法人会総
連合

0 350,000 350,000 0

助成金

受取全法連助成金
公益財団法人
全国法人会総
連合

0 6,566,600 6,566,600 0 指定正味財産

0 7,446,646 7,446,646 0

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

受取全法連助成金

退 職 給 付 引 当 金

6,566,600事業費計上による振替額

合計

内　　　　容

経常収益への振替額

科　　　目

金　　額

一般正味財産



（単位：円）

使用目的等 金　額

手元保管 63,845

普通預金　 4,294,993

伊予銀行新居浜支店 2,011,353

愛媛銀行新居浜支店 311,400

東予信用金庫本店 287,303

愛媛信用金庫新居浜支店 485,144

百十四銀行新居浜支店 730,212

広島銀行新居浜支店 247,152

三井住友銀行新居浜支店 179,184

伊予銀行新居浜支店（部会） 41,093

愛媛信用金庫新居浜支店 2,152

4,358,838

（固定資産）

基本財産

定期預金　

伊予銀行新居浜支店 2,900,000

愛媛銀行新居浜支店 2,600,000

東予信用金庫本店 2,000,000

愛媛信用金庫新居浜支店 500,000

三井住友銀行新居浜支店 1,000,000

9,000,000

特定資産
退職給付引当資産 普通預金

愛媛信用金庫新居浜支店 1,025,300

定期預金

伊予銀行新居浜支店 1,500,000

普通預金

愛媛信用金庫新居浜支店 627,262
普通預金

愛媛信用金庫新居浜支店 600,000

3,752,562

固定資産合計 12,752,562

資　   産   　合　   計 17,111,400

Ⅱ負債の部

預り金

源泉所得税他 272,790

その他 0

272,790

固定負債

　退職給付引当金　
職員の退職金支払
の備え

1,025,300

1,025,300

1,298,090

15,813,310

周年行事引当資産 周年行事として使
用する費用

預　金

貸借対照表項目 場所、物流等

流動資産

現　金

運転資金として

預　金

職員の退職金の支
払いに備えたもの

令和７年３月３１日現在
財　産　目　録　(案）

正　味　財　産

特定資産合計

　流動負債

流動負債合計

固定負債合計

負　債　合　計

什器備品購入引当資産 将来の備品購入費
用

流動資産合計

社会貢献引当資産

基本財産合計

社会貢献として使
用する費用

公益目的事業に必
要な収益事業等そ
の他の業務又は活
動の用に供する財
産であり、運用益
を管理費の財源と

している

第１号議案 令和６年度決算報告承認の件



監査報告書

公益社団法人　新居浜法人会

会長　　米谷　正人　殿

令和7年4月14日

監事れ奥財布
二手＼ペ二

∴　∴三二∴主一千二∴

私ども監事は、令和6年4月1日から令和7年3月31日までの事業年度の理事の職務

の執行、計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書を監査し、一般社団法人及び一

般財団法人に関する法律第99条及び同法第124条に基づき、その方法及び結果につい

て、下記のとおり報告いたします。

1．監査の方法及びその内容

私どもは、理事会並びに各理事及び事務局と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の

環境の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び事務局職員

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書

類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告の内容について検討いたしました。

さらに、会計帳簿及びこれに関する資料の調査並びに現金、預金通帳等の実地調査を

行い、当該事業年度に係る計算書類について、その適正性について検討いたしました。

2．監査意見

（1）事業報告等の監査結果

ア．事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。

ィ．理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

（2）計算書類等の監査結果

計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に示しているものと認めます。



役職名 氏 名 法 人 名 役職名 氏 名 法 人 名

1 理事 浅 井 憲 子 (医)浅井歯科医院 42 理事 藤 田 章 二 (有)フィット

2 理事 池 田 昭 大 四国竹林塗装工業（株） 43 理事 古 川 貴 章 (有)日鋼管材

3 理事 浮 穴 和 子 浮穴和子税理士事務所 44 理事 真 木 正 広 （株）に志まき呉服店 

4 理事 宇 野 博 文 (株)三好鉄工所 45 理事 増 田 忍 （株）増田重機

5 理事 大 竹 崇 夫 （株）大竹組 46 理事 松 尾 恵 子 うららか福祉サービス（株）

6 理事 大 橋 弘 明 （株）ハートネットワ－ク 47 理事 宮 崎 典 和 スミヤ機工（株）　　　

7 理事 尾 上 賢 一 藤田産業（株）　 48 理事 宮 脇 慎 （株）神野工務店

8 理事 小 野 雄 史 （株）小野鐵工所 49 理事 明 星 元 明星運輸（株）

9 理事 小 野 雅 貴 （株）ユキ 50 理事 村 上 明 周 浜栄港運（株）　　　　　

10 理事 加 藤 喜 裕 尚正産業（株） 51 理事 森 徳 貴 青野海運（株）　　　　　

11 理事 河 端 信 人 河端硝子(株) 52 理事 矢 田 義 久 共同計器（株）

12 理事 菅 公 逸 （株）菅工務店 53 理事 吉 田 達 哉 （株）よしだ　　　

13 理事 公 文 雅 浩 (有)公文社 54 理事 米 谷 正 人 米谷建設（株）　　　　　

14 理事 黒 川 洋 介 新居浜物産（株） 55 理事 渡 邉 義 人 （株）愛媛銀行新居浜支店

15 理事 桑 原 涼 一 桑原運輸(株)　　　 56 理事 安　西　　創 大和証券（株）新居浜支店

16 理事 桑 村 文 昭 一宮運輸（株） 57 新理事 佐 藤 浩 一 （株）伊予銀行新居浜支店

17 理事 近 藤 彰 一 （株）近藤工作所 58 新理事 永 井 良 幸 愛媛信用金庫新居浜支店

18 理事 近 藤 貴 計 森実運輸（株）　　　　　 59 新理事 近 藤 秀 吏 日泉化学（株）

19 理事 近 藤 千 登 世 近藤物産（株）　　　　　 60 新理事 岡 宣 行 （株）岡塗装

20 理事 近 藤 利 彦 （株）グッド・コム　　 61 新理事 黒 光 恵 （医）くろみつ眼科

21 理事 近 藤 嘉 郎 近藤酒造（株）　　　　　 62 新理事 神 野 晃 一 (株)神野忠夫商店

22 理事 坂 本 治 幸 （株）坂本電気商会 63 新理事 森 賀 貞 和 （株）森賀建設

23 理事 嶋 田 純 也 愛媛東部ﾔｸﾙﾄ販売（株） 64 新理事 寺 田 吉 孝 （株）渦井建設

24 理事 白 石 哲 也 （株）東新建設 1 新監事 永 易 明 洋 (有)税務経営サポート

25 理事 白 石 誠 一 新居浜建設業（協） 2 監事 飯 尾 泰 和 東予信用金庫

26 理事 白 石 真 奈 美 白石建設工業（株） 3 新監事 髙 野 克 己 髙野不動産

27 理事 神 野 恵 介 東和工業（株） 理事数64 監事数　3

28 理事 神 野 泰 正 （株）丸菱商会 商工会議所常議員数 21

29 理事 妹 尾 次 郎 正起ガス（株） 商工会議所常議員数/理事数比率（21/64）

30 理事 曽 我 部 謙 一 （株）曽我部鉄工所　　　 法人会理事数の一団体役員数 32.81%

31 理事 曽 根 啓 夫 （株）全日本宣伝放送 規程では、1/３以下

32 理事 髙 橋 信 介 (株)髙橋栄商店 33.33%

33 理事 續 木 剛 （株）続木鉄工所　　　　

34 理事 土 岐 尚 寿 土岐機械工業（株）

35 理事 徳 久 晴 彦 香川建設（株）

36 理事 西 岡 圭 西機電装（株）　　　　　

37 理事 野 間 省 一 芙蓉海運（株）

38 理事 萩 尾 広 典 萩尾高圧容器（株）　　

39 理事 八 田 十 美 子 (有)光タクシー

40 理事 尾 藤 一 彦 東予スズキ販売（株）

41 理事 日 野 英 典 寿商事（株）

法人会監事数の一団体役員数
1/3以下

      令和７年、８年度役員名簿 敬称略 第２号議案



 

 

公益社団法人新居浜法人会定款（改定案） 

第１章 総則 

（名称） 

第１条 この法人は、公益社団法人新居浜法人会（以下「本会」という。）と称する。 

 

（事務所） 

第２条 本会は、主たる事務所を愛媛県新居浜市に置く。 

 

第２章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 本会は、税知識の普及、納税意識の高揚に努め、税制・税務に関する提言を行い、もって適正・

公平な申告納税制度の維持・発展と税務行政の円滑な執行に寄与すると共に、地域企業と地域社会の健

全な発展に貢献することを目的とする。 

 

（事業） 

第４条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）税知識の普及を目的とする事業 

（２）納税意識の高揚を目的とする事業 

（３）税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

（４）地域企業の健全な発展に資する事業 

（５）地域社会への貢献を目的とする事業 

（６）会員の交流に資するための事業 

（７）会員の福利厚生等に資する事業 

（８）その他、本会の目的を達成するために必要な事業 

２ 前項の事業は、おもに新居浜税務署管内を中心として愛媛県内において行うものとする。 

 

第３章 会員 

（会員） 

第５条 本会に次の会員を置く。 

（１）正会員 

新居浜税務署管内に所在する法人（管内に事業所を有する法人を含む）で、本会の目的及び事業に

賛同して入会した者    

（２）賛助会員 

   本会の事業を賛助するために入会した法人、法人の事業所又は個人 

２ 前項の会員のうち正会員をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社員とする。 

 

（入会） 

第６条 本会の正会員又は賛助会員になろうとする者は、理事会の定めるところにより申込みを 

し、入会することができる。 

定款の改定箇所は、下線  部分です。  

（会費） 

第７条 会員は、総会の決議を経て別に定める会費を納入するものとする。 

２ 既納の会費は、これを返還しない。 

 

（退会） 

第８条 本会を退会しようとする場合は、理事会の定めるところにより退会手続きを行い、任意にいつで

も退会することができる。 

 

（除名） 

第９条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会において総正会員の半数以上であって、総正会員

の議決権の３分の２以上に当たる多数の決議によって、当該会員を除名することができる。 

（１）本会の定款又は規則に違反したとき。 

（２）本会の名誉を毀損し又は本会の目的に反する行為があったとき。 

（３）その他除名すべき正当な事由があるとき。 

２ 前項の規定により会員を除名しようとする場合には、その会員に対して、 

 総会の日の１週間前までにその旨を通知し、かつ、総会で弁明の機会を与え 

なければならない。 

 

（会員資格の喪失） 

第１０条 会員は、次の各号の一に該当する場合に至ったときは、その資格を失う。 

（１）会員が退会したとき。 

（２）会員である法人が解散したとき又は事業所を閉鎖したとき。 

（３）会員が死亡したとき。 

（４）会員が除名されたとき。 

（５）正当な理由がなく会費を３年以上滞納したとき。 

（６）総正会員の同意があったとき。 

 

 

第４章 総会 

（種類及び構成） 

第１１条 総会は、通常総会及び臨時総会とし、いずれも正会員の全員をもって構成する。 

２ 前項の総会をもって、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の社員総会とし、通常総会をも

って同法上の定時社員総会とする。 

 

（権限） 

第１２条 総会は、次の事項を決議する。 

（１）会員の除名 

（２）理事及び監事の選任又は解任 

（３）理事及び監事の報酬等の額 

（４）貸借対照表及び損益計算書（活動計算書）並びにこれらの附属明細書の承認 

（５）定款の変更 



（６）解散及び残余財産の処分 

（７）その他総会で決議するものとして法令又は定款で定められた事項 

 

（開催及び招集） 

第１３条 通常総会は、毎事業年度終了後３ヶ月以内に１回開催し、臨時総会は、必要がある場合に開催

する。 

２ 総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき会長が招集する。 

３ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、代表理事たる副会長が招集する。 

４ 会長及び代表理事たる副会長がいづれも欠けたとき又は事故があるときは、業務執行理事たる副会長

が招集する。 

５ 総正会員の議決権の５分の１以上の議決権を有する正会員は、代表理事に対し、総会の目的である事

項及び招集の理由を示して、総会の招集を請求することができる。 

６ 総会を招集する場合は、代表理事は、総会の日の１週間前までに、正会員に対して、通常総会の日時

及び場所、出欠、書面決議書を記載した書面をもって、通知を発しなければならない。 

７ この法人は、通常総会の招集に際し、通常総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置

をとる。 

８ 但し、参考書類の送付依頼があれば、ＦＡＸ等にて送付する。 

 

（議長） 

第１４条 総会の議長は、会長がこれに当たる。 

２ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、代表理事たる副会長がこれに当たる。 

３ 会長及び代表理事たる副会長がいづれも欠けたとき又は事故があるときは、業務執行理事たる副会長

がこれに当たる。 

 

（正会員の議決権） 

第１５条 正会員は各１個の議決権を有する。 

２ 正会員は、前項の議決権を行使するために総会に各１名の代表者を出席させる。 

３ 正会員は、委任状をもって、総会における議決権の行使を他の出席正会員に委任することができる。

この場合、委任した正会員は出席したものとみなす。 

 

（決議） 

第１６条 総会の決議は、総正会員の議決権の過半数を有する正会員が出席し、出席した当該正会員の議

決権の過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、総正会員の半数以上であって、総正会員の議決権の３分の２

以上の多数をもって行う。 

 （１）会員の除名 

 （２）監事の解任 

 （３）定款の変更 

 （４）解散 

 （５）その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決議を行わなければな

らない。理事又は監事の候補者の合計数が第１８条に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得

た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。 

 

（議事録） 

第１７条 総会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成する。 

２ 前項の議事録には、議長及び出席した正会員の中から総会において選出された議事録署名人２名が記

名押印しなければならない。 

 

第５章 役員等 

（役員の設置） 

第１８条 本会に次の役員を置く。 

（１）理事  ３名以上１００名以内 

（２）監事  ３名以内 

２ 理事のうち１名を会長、６名以内を副会長、３５名以内を常任理事とし、１名を専務理事とすること

ができる。 

３ 前項の会長及び副会長２名以内をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の代表理事

とし、代表理事以外の副会長及び専務理事をもって同法第９１条第１項第２号の業務執行理事とする。 

 

（役員の選任等） 

第１９条 理事及び監事は、総会の決議によって選任する。 

２ 会長、代表理事たる副会長、業務執行理事たる副会長、専務理事及び常任理事は、理事会の決議によ

り、理事の中から選定する。 

３ 理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は３親等内の親族、その他特別の関係にある者の合

計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。監事についても同様とする。 

４ 他の同一の団体の理事又は使用人である者、その他これに準ずる相互に密接な関係にある者の合計数

は、理事総数の３分の１を超えてはならない。監事についても同様とする。 

 

（理事の職務及び権限） 

第２０条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行する。 

２ 代表理事は、法令及びこの定款に定めるところにより本会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、代表理事を補佐する。 

４ 専務理事は、代表理事及び副会長を補佐して事務局を指揮監督し、本会の常務を統括する。 

５ 常任理事は、本会の業務の運営上の重要な事項について、代表理事、副会長の諮問に応ずる。 

６ 代表理事、副会長及び専務理事は、毎事業年度に４ヶ月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行

状況を理事会に報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第２１条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより監査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、本会の業務及び財産の状況を調査す

ることができる。 

３ 理事が不正の行為をし、若しくは不正の行為をするおそれがあると認めるとき、又は法令若しくは定

款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認められるときは、遅滞なく、その旨を理事会に

報告する。 



４ 前項の報告をするため必要があるときは、代表理事に理事会の招集を請求することができる。 

５ 前項の規定による請求の日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事会の日と

する招集通知が発せられない場合は、直接理事会を招集することができる。 

 

（役員の任期） 

第２２条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する通常総会の終結 

のときまでとする。 

２ 監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する通常総会の終結のとき 

までとする。 

３ 理事又は監事については再任を妨げない。 

４ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 理事又は監事は、第１８条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任した 

後も、新たに選任された者が就任するまでは、なお理事又は監事として権利義務を有する。 

（役員の解任） 

第２３条 理事及び監事は、総会の決議により解任することができる。ただし、監事を解任する場合は、

総会において総正会員の半数以上であって、総正会員の議決権の３分の２以上に当たる多数の決議によっ

て行わなければならない。 

 

（役員の報酬等） 

第２４条 理事及び監事は無報酬とする。ただし、常勤の理事に対しては、総会において定める総額の範

囲内で、総会において別に定める役員の報酬等及び費用に関する規程により報酬を支給することができ

る。 

２ 理事及び監事には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。その額について

は総会において別に定める役員の報酬等及び費用に関する規程による。 

 

（損害賠償責任の免除） 

第２５条 本会は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１１１条第１項の損害賠償責任につい

て、法令に定める要件に該当する場合には、理事会の決議によって賠償責任額から法令に定める最低責

任限度額を控除して得た額を限度として免除することができる。 

 

（顧問及び相談役） 

第２６条 本会に顧問及び相談役若干名を置くことができる。 

２ 顧問及び相談役は、理事会の推薦により会長が委嘱する。任期は、会長の任期と同じとする。 

３ 顧問及び相談役については、再任を妨げない。 

４ 顧問及び相談役は、本会の業務の運営上の重要な事項について会長の諮問に応ずる。 

５ 顧問及び相談役は、無報酬とする。 

 

第６章 理事会 

（構成） 

第２７条 本会に理事会を置く。 

２ 理事会は、理事全員をもって構成する。 

３ 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは意見を述べなければならない。 

４ 顧問及び相談役は、理事会の要請により、理事会に出席し意見を述べることができる。 

 

（権限） 

第２８条 理事会は、次の職務を行う。 

（１）本会の業務の執行の決定 

（２）理事の職務の執行の監督 

（３）会長、代表理事たる副会長、業務執行理事たる副会長、専務理事及び常任理事の選定及び解職 

 

（招集） 

第２９条 理事会は、会長が招集する。 

２ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、代表理事たる副会長が理事会を招集する。 

３ 会長及び代表理事たる副会長がいづれも欠けたとき又は事故があるときは、業務執行理事たる副会長

が理事会を招集する。 

 

（議長） 

第３０条 理事会の議長は、会長がこれに当たる。 

２ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、代表理事たる副会長が理事会の議長に当たる。 

３ 会長及び代表理事たる副会長がいづれも欠けたとき又は事故があるときは、業務執行理事たる副会長

が理事会の議長に当たる。 

 

（決議） 

第３１条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席し、そ

の過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事が理事会の決議の目的である事項について提案した場合において、そ

の議決に加わることができる理事全員が当該提案について書面又は電磁的記録により同意の意思表示

をしたとき（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）は、その提案を可決する旨の理事会の

決議があったものとみなす。 

 

（報告の省略） 

第３２条 理事又は監事が、理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは、そ

の事項を理事会に報告することを要しない。 

２ 前項の規定は、第２０条第６項の規定による報告については適用しない。 

 

（議事録） 

第３３条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 出席した代表理事及び監事は、前項の議事録に記名押印しなければならない。 

３ 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは、議長を務めた代表理事、もしくは、議長を務めた副

会長と監事は、前項の議事録に記名押印しなければならない。 

 

第７章 正副会長会及び常任理事会 

（正副会長会） 

第３４条 本会に理事会の決議により、正副会長会議を設置することができる。 



２ 正副会長会は、代表理事、副会長及び専務理事をもって構成する。 

３ 正副会長会は、役員人事その他本会の運営に関する重要事項について審議し、理事会に参考意見を表

明する。 

４ 正副会長会の運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるところによる。 

 

（常任理事会） 

第３５条 本会に理事会の決議により常任理事会を設置することができる。 

２ 常任理事会は、代表理事、副会長、専務理事及び常任理事をもって構成する。 

３ 常任理事会は、本会の運営に関する事項のうち、理事会の決議に付議された事項について審議し、理

事会に参考意見を表明する。 

４ 常任理事会の運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるところによる。 

 

 

第８章 委員会及び部会 

（委員会） 

第３６条 本会には、業務の執行に必要な委員会を置くことができる。 

２ 前項に定める委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるところによ

る。 

 

（部会） 

第３７条 本会には、業務の執行に必要な部会を置くことができる。 

２ 前項に定める部会の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるところによる。 

 

第９章 資産及び会計 

（事業年度） 

第３８条 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（基本財産） 

第３９条 本会の基本財産は、本会の目的である事業を行うために不可欠な財産として理事会で定めたも

のとする。 

２ 前項の財産は、本会の目的を達成するために善良な管理者の注意をもって管理しなければならず、処

分するときは、あらかじめ理事会の承認を要する。 

 

（資産の管理運用） 

第４０条 本会の資産の管理運用は、理事会において別に定める方法により会長がこれを行う。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第４１条 本会の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類については、

毎事業年度開始の日の前日までに会長が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを変更す

る場合も同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、一般の閲覧に

供する。 

 

（事業報告及び決算） 

第４２条 本会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を作成し、監事の監

査を受けた上で、理事会の承認を経て、通常総会に提出し、第１号及び第２号の書類についてはその内

容を報告し、第３号から第６号までの書類については承認を受けなければならない。 

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）損益計算書（活動計算書） 

（５）貸借対照表及び損益計算書（活動計算書）の附属明細書 

（６）財産目録 

 

（備付け帳簿及び書類） 

第４３条 主たる事務所には、前条の書類のほか、次の書類を５年間備え置き、一般の閲覧に供するとと

もに、定款及び会員名簿を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

（１）監査報告 

（２）理事及び監事の名簿 

（３）理事及び監事の報酬等の支給基準を記載した書類 

（４）運営組織及び事業活動の状況及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載した書類 

 

 

削除 

 

 

第１０章 定款の変更及び解散 

（定款の変更） 

第４５条 この定款は、総会の決議によって変更することができる。 

 

 

（解散） 

第４６条 本会は、総会の決議その他法令で定められた事由により解散する。 

 

 

 

（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第４７条 本会が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により消滅する場合（その権利義務を承

継する法人が公益法人であるときを除く。）において、公益目的取得財産残額があるときは、これに相当

する額の財産を当該公益認定取消しの日又は当該合併の日から１ヶ月以内に総会の決議により、公益社

団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人又は国若しくは地方公共

団体に贈与するものとする。 

 

（残余財産の帰属） 

第４８条 本会が清算する場合において有する残余財産は、総会の決議を経て、公益社団法人及び公益財



団法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するも

のとする。 

 

第１１章 公告の方法 

（公告） 

第４９条 本会の公告は、電子公告による。 

２ 事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は官報による。 

 

 

第１２章 事務局 

（事務局） 

第５０条 本会の事務を処理するため事務局を設置する。 

２ 事務局には、所要の職員を置く。 

３ 重要な職員は、理事会の決議を経て任免する。 

４ 事務局の組織及び運営等に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるところによる。 

 

第１３章 補則 

（細則） 

第５１条 この定款に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定め

る。 

附則 

 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定

等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項に定める公益法人の設

立の登記の日から施行する。 

２ 本会の最初の代表理事（会長）は、嶋田祐二とする。 

３ 本会の最初の業務執行理事（副会長）は、次のとおりとする。 

 副会長   桑原征一  畑田達志  日野 功 

       神野勝太  松尾公子  堀江 洋 

４ 本会の最初の常任理事は、次のとおりとする。 

 常任理事  天野征郎  有光秀明  安藤賢一  梅原貞雄 

今井憲治  小野雅貴  大橋弘明  岡田賢治   

越智 仁  近藤彰一  近藤眞而  後藤 泉  

佐々木豊隆 塩見公男  妹尾次郎  曽我部謙一  

高橋英吉  田村征夫  続木勝彦  寺西大哉  

西岡 勝  尾藤一彦  藤田正臣  宮原武志  

宮脇進平  明星 元  村上正純  森実公英  

矢田義久  安永義昭  横川明英  吉田達哉  米谷正人 

５ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する

法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項に定める特例民法法人の解散の登

記と公益法人の設立登記を行ったときは、第３８条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業

年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。 

６ この定款の改訂版は、令和７年５月２６日の通常総会終了後より施行する。 

 



 

 

公益社団法人新居浜法人会 会費規程（改定案） 

（目 的） 

第１条 この規程は、公益社団法人新居浜法人会の定款第７条の規定に基づき、会費に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（会費の種類） 

第２条 会員は毎事業年度、会費を納入しなければならない。 

年額会費は、会員種別に応じて下記各号のとおりとする。  

（１） 正会員は１口５，０００円以上とし会員種別により次のとおりとする。 

会  長         ２０口     年額会費 １００，０００円 

副 会 長（代表理事含む） １５口     年額会費  ７５，０００円 

常任理事          ８口     年額会費  ４０，０００円 

理  事          ６口     年額会費  ３０，０００円 

監  事          ８口     年額会費  ４０，０００円 

ただし、当該会員の同意がある場合は、上記の口数を超える金額の支払をうけることができる。 

又、外部理事・外部監事については会費不要とする。 

（２）賛助会員は４，０００円とする。 

（会費の使途） 

第３条 前条の会費は、毎事業年度における合計額の 20％以上を当該年度の公益目的事業に使用する。 

（会費の滞納）    

第４条 会員が定款第 10 条第１項第５号に該当すると判断した場合、１ヶ月前に文書により催告し、催告に応

じないときは会員資格を喪失する。 

（会費の納入方法） 

第５条 会員は、その事業年度分の会費を本会所定の方法により納付しなければならない。 

（１）口座振替 

毎年、６月２７日（休日の場合は翌営業日）に届出の金融機関の口座より口座振替により納付する。 

（２）振込納付 

毎年５月に会員宛に送付する振込み依頼書により、金融機関からの振込みにより納付する。 

（３）持参 

    事務局へ直接持参し納付する。 

（中途入会の会費） 

第６条 事業年度の中途に入会した会員の当該事業年度の会費年額は、入会月が４月から９月までの場合は年額

の全額とし、１０月から翌年の３月までの場合は、年額の半額以下とする。 

（改廃） 

第７条 この規程を改廃する場合は、総会の決議を経て行うものとする。 

（その他） 

第８条 この規定に定めのない事項については、理事会の決議を経て取扱いとするものとする。 

附  則 

１．この規定の施行に関し、必要な事項は別に定める。 

２．この規程は、公益認定を受け移行の登記をした日から施行する。 

３．この規程の改定は、平成 27年 4月 1日から適用する。 

４．この規程の改定は、令和７年５月２６日の通常総会終了後から適用する。 

第４号議案 

会費規程の改定箇所は、下線  部分です。 



報告事項
理事会承認済

　会場：新居浜商工会館３F研修室

　　令和６年　４月２６日　　  ６名　講師：新居浜税務署法人課税第一部門佐伯上席調査官

　　令和６年　６月２７日　　１７名　講師：新居浜税務署法人課税第一部門佐伯上席調査官

　　令和６年　８月２９日　　　８名　講師：新居浜税務署法人課税第一部門古川統括国税調査官

　　令和６年１０月２１日　　　９名　講師：新居浜税務署法人課税第一部門久保上席調査官

　　令和７年　１月２９日　　１１名　講師：新居浜税務署法人課税第一部門久保上席調査官

　　令和７年　３月２７日　　１２名　講師：新居浜税務署法人課税第一部門久保上席調査官

②税務研修会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師：新居浜税務署　反頭署長　　出席者２３名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師：新居浜税務署　古川統括官　出席者２３名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師：新居浜税務署　古川統括官　出席者１５名

　年末調整説明会

　　令和６年１１月２１日　午前と午後に分けて開催しました。

　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師：新居浜税務署　担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師：新居浜市　　　担当者　出席者１０５名

　定額減税説明会

　　令和６年　４月１１日　１１：００～１２：００

　　　令和５年度も開催した同説明会を６月より定額減税が開始となるので、最後の説明会を開催しました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講師：新居浜税務署佐伯上席調査官　出席者１８名

③新設法人・無申告法人研修会

　年金保険について年金事務所の講師にお願いし、説明会を開催いたしました。

　　　令和６年１２月１３日　１３：３０～１５：００　　会場：新居浜商工会館　出席者４名

　新たに設立された法人に、事業活動を行う上で税法の留意点等について理解していただくため新居浜税務署の講師、健康保険・厚生

自　令和６年４月　１日
至　令和７年３月３１日

　　　今年度の内容は、従来の年末調整に加えて、所得税・住民税の定額減税がありましたので、その項目を追加した形での説明会を

　　令和６年１２月１０日　１３：３０～１５：００　　研修テーマ1『これからの社会に向かって』　

　　　実施しました。

 （１）税知識の普及を目的とする事業

①決算期別法人研修会

　法人企業の決算について、税法上の留意点、税制改正等の説明会を行いました。

　青年部女性部会税務研修会

公益事業活動

　　青年部会、女性部会合同の講演会を実施した。チラシでの案内、ホームページでの参加者募集しました。

　　青年部女性部合同で講師に新居浜税務署反頭署長をお迎えし署長講和を開催しました。

　　令和６年　８月　９日　１３：３０～１４：２０　　研修テーマ1『税について考える』　

　　令和６年　８月　９日　１４：２０～１５：００　　研修テーマ２『令和６年度所得税定額減税について』　

令 和 ６ 年 度 事 業 報 告

概況

事業活動計画に基づき、事業を実施。
研修事業では、税務等の研修会として、新居浜税務署長講和・決算期別法人研修会・定額減税の説明会等を実施しました。

又、インターネットセミナーの活用促進を実施しました。市内小学校６校へ租税教室を実施しました。

その他の研修につきましては、愛媛県連と相談し、一部集合教育でなく、オンライン研修を取り入れて開催致しました。
税制につきましては、ｅ－ｔａｘ導入促進のため広報等を行いました。令和７年度税制改正に関する提言を新居浜法人

会・愛媛県連で纏め、全法連に提言し、１０月の全国大会で結果を報告しました。１２月に新居浜市へ提言と合わせて要望
致しました。小学生による税に関する絵はがきコンクールを実施しました。
社会貢献活動として、新居浜駅前花壇管理費寄贈・新居浜市役所の花壇管理・市内福祉施設への備品の寄贈・市内花火大

会への寄付・新居浜市婚活事業への共催等実施・チャリティゴルフ大会のチャリティ募金の新居浜市社会福祉協議会まごこ
ろ銀行へ寄付しました。
法人会の情報が少しでも多くの会員に届けられ、ＰＣメール会員の増強に努め、同会員は令和６年３月末の６９７会員か

ら令和７年３月末で７８４会員となりました。
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　　                   講師：新居浜税務署法人課税第一部門　久保上席調査官

　　　　　　           新居浜年金事務所担当官

　　　　　　　　　　　 愛媛中小企業指導センター担当者

④青年部会・女性部会租税教室事業

　青年部会、女性部会租税教室講師研修会（愛媛県東予地方局にて、１０月４日）２名参加

【令和６年度の租税教育】

　　新居浜市内の小学校を訪問し、税の仕組み・大切さについて説明しました。

　　令和６年　６月　４日　垣生小学校 　　　２９名　講師：女性部会　浅井憲子氏

　　令和６年　６月　７日　浮島小学校   　　１９名　講師：女性部会　八田十美子氏

　　令和６年　６月１１日　角野小学校       ９３名　講師：青年部会　黒川文雄氏　　　　　　　　　　　

　　令和６年  ６月２４日　多喜浜小学校　   ２１名　講師：青年部会　曽根啓夫氏

　　令和６年  ６月２５日　宮西小学校　     ３４名　講師：女性部会　黒光恵氏　　　　　　　

　　令和６年  ９月１７日　船木小学校　     ６２名　講師：青年部会　岡宜行氏

　税に関する絵はがきコンクールの募集を今年度も市内の小学校全校に対して夏休みの宿題として実施しました。

　応募作品はイオンホールに掲示（１１月１１日～１７日）しました。

⑤税に関する冊子等の紹介

　メールアドレス登録の会員への法人会価格の本の紹介を行いました。

⑥税に関する冊子等の配布

　　　　 　令和６年　７月２５日　６年度税制改正のあらまし（広報誌に同封し、全会員に配布）

　１０校、　４３８件の応募がありました。１０月１１日審査会を実施して、表彰作品を１１月１７日にイオンホールにて表彰し、

　　　　　　　　　　　　　　　　　「年収103万円の壁」改正ガイド

      令和６年１２月１３日　　　 　イチからわかる消費税計算と申告のしかた　 

　　　　　　　　　 　　　　　　　　社長が知っておきたい労務のギモン

　　　　　　　　　　　　　　　　　 要注意ポイントがスッキリわかる！会社税務のミス事例

       令和７年　３月２１日　　　　会社税務・労務の手続きカレンダー　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　 中小企業のための健康経営入門

      令和７年　１月　７日　　　 　AIを味方にするあなたの仕事と会社業務　 

　　　　　　　　　　　　　　　　 　ここが危ない！会社のデジタル化とセキュリティ対策

　　　　　　　　　　　　　　　 　　R6年度確定申告ガイドブック

      令和７年　３月　５日　　　　 経理担当者が迷う会社の税務　 

　　　　　　　　   　      　　　　令和7年版絵と図表でわかる相続・贈与の税金

　　　　　　　　　　 　　　　　　　売り手の交付・買い手の保存事例でわかる！インボイスのアウト・セーフ

      令和６年１０月　８日 　　　  Q&A令和６年分年末調整のガイド　 

　　　　　　　　　 　　　　　　　　令和６年定額減税年調事務Q&A

      令和６年１１月　１日 　　　  人手不足解消に役立つ！中小企業の人材確保・DXサポートBOOK　 

        　          　　　　　　　 数字に強い社員を育てる実践塾

 　　　　　　　　　　　　　　　　　仕事の効率アップに役立つ睡眠の質向上ガイド

                     　　　　　　　会社がもらえる助成金活用のポイント

　　　令和６年　４月　９日　　 　　令和６年定額減税源泉事務Q&A

　　　令和６年　４月１０日　　 　  税務署に聞く前に読む税務Q&A

　　　　　　　　　　　　　　　　　 早わかり給与計算担当者のための定額減税の実務

　　　令和６年　５月１４日 　      令和6年度版主要取得便覧

 　　　　　　　　　　　　　　　　　いのちと家族を守るイツモ防災・安心BOOK

      令和６年１１月２９日　　　　 中小企業だからできる値上げの考え方進め方　 

　　　 　　　　　　　　　　　　　　３択クイズで楽しくわかるワンランク上のテーブルマナー

　　　　　　　　　　　　　　　　　 基本が身につくビジネスマナー

　　　　　 令和６年　４月２５日　６年度税制改正のあらまし速報版（広報誌に同封し、全会員に配布）

      令和６年　８月１４日 　　　  中小企業のための経理デジタル化ガイドブック　　 

　　　　　　　　 　　　　　　　　　令和６年度改正対応パッとわかる交際費課税

　　　令和６年　６月　７日 　    　知っておきたいくらしの税金ガイド

　　　　　　        　　　　　　　 ことしの税制改正ポイント

　　　　　　         　　　　　　　相続税に負けないとっておきの相続・事業承継成功のツボ

　　　令和６年　６月２６日 　　　　基礎からわかる社会保険・労働保険の事務手続

　　　　　　　　　 　　　　　　　　こんなときどうする？取引トラブルを防ぐ法律知識
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 （２）納税意識の高揚を目的とする事業

①税に関する広報事業

　「税を考える週間」広報活動

　　 参加者２６名

　　　共催：新居浜税務署・新居浜間税会・新居浜青色申告会・新居浜納税貯蓄組合

　　　会場参加者　約３，０００名

②広報誌並びにホームページ等による税情報の発信

　・広報誌の発行

　　　また広報誌はホームページに公開、公共機関にも置いて、一般にも周知しました。

　　　　　新居浜市秘書室・総務部各課・男女共同参画課・市民税課・議員全員・市立図書館

　　　　　広瀬記念館・市消防署・市保健センター・新居浜市医師会・警察署・JR新居浜駅等

　　　 実施事業の活動報告を行いました。

　　　 愛媛県よりの会員への広報依頼事項の発信を行いました。

 （３）税制および税務に関する調査研究並びに提言に関する事業

①法人会全国大会及び税制改正の提言及び提言書の関係機関への提出

　 　野間委員長　他４名

　県連税制委員会において単位会の要望を検討、県連としての要望書作成全法連へ提出しました。

　野間委員長　他３名

　米谷会長　他６名

②その他税に関する啓発事業等

③消費税期限内納付推進運動、ｅ－Ｔａｘ・ｅＬＴａｘ普及促進運動

　ｅ－Ｔａｘの普及、消費税期限内納付推進に関する資料を広報誌に掲載し、啓発しました。

（４）地域企業の健全な発展に資する事業

①パソコン講座

②インターネットセミナー

　メールアドレス登録の会員へ番組表を毎月送付して利用促進を図りました。

　メールアドレス登録の会員へ前月のセミナーへのアクセス数の報告(令和６年度総アクセス数：9,693回)

③法人会経営講演会

　令和７年２月１２日「事業継続力強化セミナー」　　場所：リーガロイヤルホテル新居浜

　　　　講師：喜安英伸　氏（中小企業診断士、公認内部監査人、防災士）

　　　　主催：新居浜法人会事業研修委員会　共催：AIG損害保険㈱　 　　　　参加者２４名

④オンラインセミナー（主催：愛媛中小企業指導センター）

　令和６年１０月２３日「人材採用セミナー」

　　　　　　　　　　　　講師：西村友祐　氏：採用定着アドバイザー                  　　　参加者３名

　令和６年１１月１９日「雇用関係助成金活用セミナー」

　　　　　　　　　　　　講師：渡部　博之　氏：社労士事務所　つばき　（社会保険労務士）　参加者３名

　　令和６年１１月９日のにいはまマルシェ2024に参加して新居浜法人会と税のＰＲチラシを配布し、税金クイズを実施しました。

　令和６年　５月２９日　税制委員会において令和６年度税制年度改正要望を決定し県連税制委員会に要望しました。

　令和６年１１月２７日　税制委員へ全法連税制提言報告・市長への要望意見を依頼しました。　

　令和６年１２月２０日　新居浜市長・市議会議長への税制提言書及び要望書を提出しました。

　　　　　令和６年１１月　７日・８日　全国青年のつどい福井大会参加　　　出席者　曽根部会長

　　　　　令和６年　４月１８日　　　　全国女性フォーラム広島大会参加　　出席者　八田部会長他１名

　パソコン研修（講師とのスケジュール調整できず、実施できませんでした。）

　　　　令和６年１０月２５日　　　広報誌　法人にいはま　秋号発行、　ほうじん秋号配布

　　　　令和７年　１月２５日　　　広報誌　法人にいはま　新年号発行、ほうじん新年号配布

　　　 国税庁へリンクし情報の発信を行いました。

　　　税の情報や地域の情報等を掲載した広報誌「法人にいはま」を発行しました。

　　　　令和６年　４月２５日　　　　　　　　　　　　　　春号発行、　ほうじん春号配布

　　　　令和６年　７月２５日　　　広報誌　法人にいはま　夏号発行、　ほうじん夏号配布

　　 ・ ホームページによる広報

　　　 各種研修会、イベントの開催要領を案内し、参加募集を行いました。
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⑤融資制度の普及推進

 （５）地域社会への貢献を目的とする事業

①地域社会貢献事業

　地域イベントへの参加

　・令和６年７月２６日　新居浜花火大会に寄付　　法人会共催　

　　　　　コンフォートオアシス、吸引器寄贈 出席者　八田部会長他３名

②行政等からの委託事業等の推進

　・県連よりチラシ配布委託があった場合に実施

③花壇の維持費等環境美化運動

　　・ＪＲ新居浜駅の花壇維持費寄贈

　　令和６年４月　４日八田部会長他１名　

　　・新居浜市役所花壇管理

④えひめ結婚支援センター運営事業の推進

　　・はま恋 (主催：新居浜市、（一社）愛媛県法人会連合会　共催：（公社）新居浜法人会

　　　令和６年７月２８日　リアントゥール　にて　　           参加男女　２０：２０　カップル成立５組

　　　　スタッフとして法人会より女性部会八田部会長他１名の参加

　　　令和６年１０月２７日ﾏｲﾝﾄﾋﾟｱ別子　にて　　              参加男女　１２：１２　カップル成立３組

　　　　スタッフとして法人会より１名の参加

　　　令和６年１２月　８日リーガロイヤルホテル新居浜　にて　 参加男女　２０：２０　カップル成立９組

　　　　スタッフとして法人会より女性部会八田部会長他１名の参加

　　　令和７年　２月　９日レストランLoca　にて　　           参加男女　１０：１０　カップル成立４組

　　　　スタッフとして法人会より女性部会八田部会長他１名の参加

 （６）その他事業（相互扶助等事業）

 ①理事会・役員懇談会、福利厚生制度推進会議開催

　　　事業実績・予算実績・厚生表彰者等を審議しました。

　　　福利厚生制度推進会議では、役員の方に当会の活動状況を理解してもらう目的と福利厚生制度の推進を図るため、

　　　保険会社による説明会を開催しました。

 ②親睦チャリティゴルフ大会

　　令和６年１２月２２日親善チャリティーゴルフ大会に合わせてチャリティー募金を募集しました。

参加者３２名

　　令和６年２月３日募金￥51,500（社福）を新居浜社会福祉協議会新居浜市まごころ銀行に寄付しました。

 ③新会員交歓会開催

　　令和７年２月１２日１８：００～２０：００　　　　場所：リーガロイヤルホテル新居浜３５名参加

　　　入会３年以内の会員に案内させて頂き、法人会の組織・活動の紹介、会員企業のPR会、名刺交歓会を実施しました。

　　　に関する規程改訂・事務局長の選任案が承認されました。

　　理事会　　　　　　　　　　　令和６年　４月１９日　１６：００～１６：４０　場所：リーガロイヤルホテル新居浜　

　　理事会　　　　　　　　　　　令和　７年３月１４日　１６：００～１６：３４　場所：リーガロイヤルホテル新居浜　

　　　令和７年度事業計画案・収支予算案・役員表彰案・定款改定案・会費規程改訂案・職員給与規程改訂案・役員等の選任及び退任

　・令和７年１月１９日　新居浜凧あげ大会　　　　場所：マリンパーク新居浜

　　理事会・福利厚生制度推進会　令和６年１０月２２日　１７：００～１８：００　場所：リーガロイヤルホテル新居浜　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加者７名　　　

　　令和７年１月３１日新居浜市役所にて花壇の花の植替えを実施し、女性部会員により順番で水やり当番を実施しました。　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参加者９名　　　

　融資制度トライアングル１０００のチラシを配布及びホームページに於いて掲載周知し利用促進を図りました。

　・令和６年９月１０日　(有)ディサービスセンターふれんど　慰問　

　　令和６年５月３１日新居浜市役所にて花壇の花の植替えを実施し、女性部会員により順番で水やり当番を実施しました。　　　　

イベントでの成婚 ４組 2019.8.9 ｶｯﾌﾟﾙ成立 成婚2024.6 愛結びでの成婚 ４組 2023.12.23 引き合わせ 成婚2024.8
2023.8.6   ｶｯﾌﾟﾙ成立 成婚2024.5 2023.10.22 引き合わせ 成婚2024.8
2023.3.11 ｶｯﾌﾟﾙ成立 成婚2024.10                        2023.7.5   引き合わせ 成婚2024.6
2024.5.26  ｶｯﾌﾟﾙ成立 成婚2024.11                        2018.10.31 引き合わせ 成婚2024.10
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 ④PCメール会員拡大

 ⑤組織状況

　　令和７年３月末の会員数状況は、下記のとおりです。

 ⑥消費税期限内納付推進運動、ｅ－Tax・eLTax普及促進運動

  　ｅ－Taxの普及、消費税期限内納付推進に関する資料を広報誌に掲載しました。

年月日 行事名および講師名 会場 出席者
令和6年4月19日 令和6年度第１回定例理事会　 リーガロイヤルホテル新居浜 出席理事39名

第１号議案　平成5年度事業報告並びに収支決算報告(案）、会計監査報告 出席監事 2名

　　　　　　　　　承認の件 オブザーバー3名

第２号議案　第１2回通常総会の開催について（案）承認の件

第１2回通常総会出欠連絡票　兼　議決権行使書　兼　委任状承認の件

第３号議案　役員表彰（福利厚生追加）（案）承認の件

第４号議案　その他　

令和6年5月23日 第１2回通常総会 リーガロイヤルホテル新居浜 出席767名（過半数695）

第１号議案　令和５年度決算報告承認の件・監査報告 （委任状・議決権行使者含む）

第２号議案　役員選任（案）承認の件 会場出席理事38名

報告事項（理事会承認事項） 会場出席監事 2名

令和５年度事業活動報告 会場出席一般会員31名

令和６年度事業計画報告 オブザーバー6名

令和６年度収支予算報告

議事審議終了

令和6年5月23日 総会式典 リーガロイヤルホテル新居浜 会場出席理事38名

会長あいさつ 会場出席監事 2名

各種表彰 会場出席一般会員31名

来賓挨拶 オブザーバー6名

令和6年10月22日 令和６年度第２回定例理事会 リーガロイヤルホテル新居浜 出席理事39名

第１号議案 出席監事  1名

令和６年度上期職務執行状況報告（案）承認の件 オブザーバー8名

第２号議案

その他

令和7年3月14日 令和６年度第３回定例理事会 リーガロイヤルホテル新居浜 出席理事34名

第１号議案　令和７年度事業計画書・収支予算案承認の件 出席監事  2名

第２号議案　令和７年度役員表彰候補者案承認の件 オブザーバー4名

第３号議案　定款改定案承認の件

第４号議案　会費規程改訂案承認の件

第５号議案　職員給与規程改定案承認の件

第６号議案　役員等の選任及び退任に関する規程改訂案承認の件

第７号議案　事務局長（重要使用人）の選定承認の件

第８号議案　その他

２．役員会・委員会
年月日 行事名および講師名 会場 出席者

令和6年4月15日 会計監査 事務局 監事３名

事務局２名

令和6年5月29日 税制委員会 リーガロイヤルホテル新居浜 野間委員長

税制改正アンケート結果について 他　4名

令和6年6月3日 広報委員会　　 リーガロイヤルホテル新居浜 嶋田委員長

広報誌夏号企画編集について　 他　１０名

　　会員のＰＣメール会員の拡大を展開し、税情報・経営支援情報・インターネットセミナー番組表の毎月配信・法人会の斡旋本

　　冊子紹介・セミナー情報等をタイムリーな情報発信を実施しました。

　　ＰＣメール会員は、２０２５年３月末会員（２０２５年３月末７８４会員）となり、全会員の約５１％となりました。

　　　法人会員数 １，４２６法人（令和７年３月３１日現在）加入率　７０％

　　社会環境が激変する中、企業の廃業や閉鎖により退会者の増える中、当会は、令和６年１２月末の会員数状況は、下記のとおりです。

　　　法人会員数 １，４５７法人（令和６年１２月３１日現在）加入率７１．２％

　　　賛助会員（個人事業主）　　１１８会員　　総会員数１，５７５会員

１．理事会、総会等　　　　　　　　　　　　　　　　　会議等開催状況

　　　賛助会員　　１１４会員　　総会員数１，５４０会員
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年月日 行事名および講師名 会場 出席者
令和6年7月2日 正副会長会 リーガロイヤルホテル新居浜 会長他６名

県連委員会等報告 事務局１名

各委員会報告

第12回通常総会・法人にいはま2024夏号にて事務局報告

愛媛県への令和５年度事業報告について

６月末時点の会員数報告

拡大組織委員会開催日時について

10月の令和６年度第２回理事会および福利厚生推進会議・懇親会

全国大会鹿児島大会について

役員研修旅行について

令和6年7月19日 厚生委員会 リーガロイヤルホテル新居浜 日野委員長

大同生命保険より令和5年度保険加入状況及び令和６年度加入状況報告及び令
和６年度活動方針等について

他４名

AIG損害保険より令和５年度保険加入状況及び令和６年度加入状況 大同生命保険㈱2名

及び令和６年度活動方針等について AIG損害保険㈱1名

アフラック生命保険より令和５年度保険加入状況及び令和６年度加入状況及び令
和６年度活動方針等について

アフラック保険㈱1名

新居浜法人会としての保険加入推進策について

令和6年7月23日 組織委員会 リーガロイヤルホテル新居浜 徳久委員長

６月末時点の会員数報告 他9名

今年の拡大組織委員会のメンバー構成について

今年の活動方針について

令和6年7月29日 事業研修委員会 リーガロイヤルホテル新居浜 西岡委員長

令和6年度研修会実施状況報告と今後の計画について 他　6名

2月末予定の役員研修会のﾃｰﾏについて

法人会ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｾﾐﾅｰの受講状況

令和６年度役員研修旅行最終案について

令和6年9月2日 広報委員会　　 リーガロイヤルホテル新居浜 嶋田委員長、他９名

広報誌秋号企画編集について　 統括官・事務局２名

令和6年9月3日 正副会長会 リーガロイヤルホテル新居浜 米谷会長他６名

全法連組織委員会報告

新居浜法人会内委員会報告

全法連立ち入り検査報告

事務局長後任者面接について

役員研修会2月の日程について

金融機関訪問について

令和6年9月13日 拡大組織委員会 リーガロイヤルホテル新居浜 徳久委員長

今年の会員獲得ツールについて 他　２３名

今年の数値目標について

令和6年10月21日 総務委員会 リーガロイヤルホテル新居浜 神野委員長

県連総務委員会報告 他　６名

全法連検査報告

会費値上げについて

公式LINEについて

定款変更について

その他

令和6年11月10日 役員研修旅行 米谷会長

～ 呉市大和ミュージアム・てつのくじら館・広島平和記念資料館 他　１３名

令和6年11月11日 ・安芸の宮島

令和6年11月19日 正副会長会 リーガロイヤルホテル新居浜 明星副会長

県連報告等について 他　５名

委員会報告について

３月４月理事会日程確定について

５月の通常総会について

市長への税制提言について

法人会会費値上げについて

公式LINEについて

定款変更について

事務局長後任について

今後の予定行事等について

令和6年11月27日 税制委員会 リーガロイヤルホテル新居浜 野間委員長

令和7年度税制改正による提言について 他３名

各委員より令和7年度の税制提言についての感想

古川市長への税制提言時の要望事項
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年月日 行事名および講師名 会場 出席者
令和6年12月2日 広報委員会 リーガロイヤルホテル新居浜 嶋田委員長、他９名

広報誌2025年新春号掲載内容説明 統括官・事務局２名

質疑　新春号に関する内容について

今後の広報誌の記事に関する内容等

令和7年1月17日 正副会長会 リーガロイヤルホテル新居浜 米谷会長

税制委員会報告 他　５名

広報委員会報告

会員増強結果報告について

２月１２日役員研修会について

全法連・県連役員表彰候補について

令和７年度全法連助成金申請用予算書について

公益法人制度の改正について

正副会長の更新について

役員改選について

令和7年3月4日 正副会長会 リーガロイヤルホテル新居浜

全法連組織委員会報告

県連委員会報告

令和６年度第３回理事会次第について

第13回通常総会次第について

R７年度予算仕上がり状況報告

３．全法連・四法連・県連
年月日 行事名および講師名 会場 出席者

令和6年5月7日 県連　理事会   ホテルマイステイズ松山 米谷会長

５年度事業活動、決算報告、監査報告について 明星副会長

矢田副会長

６年度事業計画、６年度収支予算について 加藤副会長

令和6年6月5日 県連通常総会 リジェール松山 米谷会長他８名

第１号議案　５年度決算報告承認の件

第２号議案　役員選任承認の件

報告事項

（理事会承認事項）

５年度事業報告

５年度公益目的支出計画実施報告

６年度事業計画（案）

６年度収支予算（案）

功労者表彰

当会から次の方が功労者表彰を受賞。

全法連会長表彰　　 嶋田純也　氏（常任理事）

全法連会長表彰　　 近藤利彦　氏（常任理事）

県法連役員功労表彰　白石真奈美　氏（副会長）

県法連役員功労表彰　宮脇　慎　氏（理事）

令和6年6月10日 県連税制委員会　　（各単位会要望意見収集） ANAクラウンプラザホテル松山 加藤副会長

令和7年度税制提言要望について 野間委員長

令和6年6月18日 県連厚生委員会 リジェール松山 日野委員長

福利厚生制度の推進状況について

福利厚生協力会社の推進について

各単位会の令和６年度の推進策について

令和6年8月5日 全法連組織委員会 全法連会館 米谷会長

委員会人事について

会員数について

会員増強施策等について

組織・厚生委員会合同による会員増強施策について

会員増強等に関する事例紹介について

法人会の当面の課題について

令和6年8月28日 県連組織委員会 リジェール松山 米谷会長

会員増強の現況について

会員増強月間の推進策について

各単位会の会員増強計画について

会員交流事業推進の企画について

令和6年8月30日 県連広報委員会 ホテルマイステイズ松山 出席者なし

令和5年度の広報活動報告について

令和6年度広報活動について

令和6年9月5日 県連事業研修委員会 リジェール松山 出席者なし

研修事業の実施状況・計画について

令和6年度の研修事業について

受託事業について
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年月日 行事名および講師名 会場 出席者
令和6年9月6日 県連総務委員会（オンライン出席） ホテルマイステイズ松山（オンライン） 神野委員長

全法連総務委員会の報告について

今後の法人会事務局運営について

令和6年9月6日 県連厚生委員会 リジェール松山 妹尾副会長

全法連令和６年度第１回厚生委員会報告について

福利厚生制度推進状況について

今後の福利厚生制度推進策について

全法連ｱﾝｹｰﾄ調査ｼｽﾃﾑを利用した福利厚生ｱﾝｹｰﾄ推進について

各単位会の今後の福利厚生制度推進策について

令和6年10月1日 県連正副会長委員長会議・理事会 ホテルマイステイズ松山 米谷会長

全法連県連専務理事等会議報告 明星副会長

全法連助成金について 矢田副会長

立入検査等について 加藤副会長

令和6年11月2日 全法連税制セミナー　（オンライン） ハイアットリージェンシー東京 加藤副会長

野間委員長

令和7年1月27日 県連正副会長委員長会議 ホテルマイステイズ松山 米谷会長

全国専務理事等会議の報告について

今後の法人会運営について

令和7年2月10日 県連事業研修委員会 リジェール松山 尾藤副会長

融資制度・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ特別割引制度について

県連の研修事業の実施状況について

令和7年度の研修事業について

令和7年2月14日 県連組織委員会 ホテルマイステイズ松山 米谷会長

会員増強の現況について

金融機関の実績について

各単位会の次年度会員増強計画及び会員交流事業推進の企画について

令和7年2月20日 全法連組織委員会 全法連会館 米谷会長

令和6年会員数結果について

令和7年度の活動方針について

退会防止策について

加入率の考え方について

令和7年3月5日 県連広報委員会 ホテルマイステイズ松山 出席者なし

令和6年度第2回全法連広報委員会報告について

令和6年度の広報活動報告について

アンケート調査システムについて

令和7年度広報活動について

令和7年3月13日 県連厚生委員会 リジェール松山 出席者なし

全法連令和6年度第2回厚生委員会報告について

令和6年度福利厚生制度推進状況について

令和7年度福利厚生制度推進策について

令和7年度各単位会の推進について

令和7年3月14日 県連総務委員会（オンライン出席） ホテルマイステイズ松山 神野委員長

全法連総務委員会の報告について

今後の法人会事務局運営について

令和7年度功労者表彰について

役員選任基準等について

規程等の改訂について

「健康経営委員会」について

マネジメントリスクプロテクション保険の契約について

令和7年3月27日 県連理事会 ホテルマイステイズ松山 米谷会長

令和7年度次行計画、並びに収支予算について 明星副会長

第13回通常総会について 矢田副会長

加藤副会長

４．その他の会議
年月日 行事名および講師名 会場 出席者

令和6年5月10日 四国税理士会新居浜支部総会 リーガロイヤルホテル新居浜 矢田副会長

令和6年5月27日 新居浜青色申告会総会　　　 ﾚｰｲｸﾞﾗｯﾂｪ・ふじ 尾藤副会長

令和6年6月5日 新居浜租税教育推進協議会総会 新居浜税務署 伊藤事務局長

令和6年7月26日 四国の法人会事務局セミナー ﾚｽﾄﾗﾝ大歩危峡まんなか 伊藤事務局長

令和6年9月9日 新居浜間税会総会　　　　　　　　　　　　 リーガロイヤルホテル新居浜 米谷会長

令和6年12月26日 事務局会議 久保豊二番町ホール 事務局2名

令和7年3月7日 全法連事務局セミナー ハイアットリージェンシー東京 事務局長
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青年部会

年月日 行事名および講師名 会場 出席人数

令和6年４月4日 青年部役員会 事務局 曽根部会長

年次報告会について 他5名

租税教室について

新居浜大会について

親子防災スタートについて

令和6年４月15日 会計監査 事務局 監事３名

事務局２名

令和6年５月14日 青年部役員会 しっぽり亭 曽根部会長

新居浜大会について 他1３名

令和6年６月10日 第１2回年次報告会 リーガロイヤルホテル新居浜 曽根部会長

第1号議案 他13名

令和5年度事業報告（案）令和5年度収支決算報告（案）

及び監査報告

第2号議案

令和6年度事業計画（案）令和6年度収支予算（案）

令和５年７月　４日 青連協定時連絡協議会 助格三番町店 曽根部会長

令和６年６月１１日 租税教室　　（児童93名）　講師　黒川文雄 角野小学校 曽根部会長　他1名

令和６年６月２４日 租税教室　　（児童21名）　講師　曽根部会長 多喜浜小学校 曽根部会長　他1名

令和６年７月３日 定時連絡協議会 助格三番町店 曽根部会長

他1名

令和６年７月２４日 四法連定時連絡協議会 高松大同生命ビル 出席者なし

令和６年７月３１日 青年部定例会 しっぽり亭 曽根部会長

他6名

令和６年８月　９日 青年部会・女性部会合同研修会 リーガロイヤルホテル新居浜 岡副部会長他1名

『「税」について考える』 講師：新居浜税務署反頭署長　　 21名参加

『令和６年分所得税定額減税について』　 講師：新居浜税務署古川統括官　21名参加

令和６年８月17日 青年部定例会 花いち 曽根部会長他5名

令和６年９月５日 青年部定例会 しっぽり亭 曽根部会長他6名

令和６年９月１２日 青年部連絡協議会新居浜大会 マイントピア別子 曽根部会長他18名

令和６年９月１7日 租税教室　　（児童62名）　講師　岡副部会長 船木小学校 曽根部会長他1名

令和６年９月２７日 青年部四法連役員会 リーガホテルゼスト高松 曽根部会長

令和６年９月２７日 青年部会長サミット リーガホテルゼスト高松 曽根部会長

令和６年１０月４日 租税教室講師研修会 愛媛県東予地方局 青年部1名

令和６年１1月7日8日 青年のつどい福井大会 ﾌｪﾆｯｸｽ・ﾌﾟﾗｻﾞ 曽根部会長

令和６年１１月９日 にいはまﾏﾙｼｪ2024 ｲｵﾝﾓｰﾙ駐車場 青年部1名

令和６年１２月４日 新居浜青年交流会議 割烹みなと 曽根部会長他1名

令和６年１２月１０日 青年部・女性部合同研修会 リーガロイヤルホテル新居浜 曽根部会長他1名

「これからの社会に向かって」講師：新居浜税務署古川統括官　　　　　　　15名参加

女性部会

年月日 行事名および講師名 会場 出席者

令和6年４月　3日 役員会 リーガロイヤルホテル新居浜 八田部会長

新居浜市役所花壇について 他５名

租税教室について

年次報告会について

令和6年４月　4日 社会貢献活動　 新居浜駅 八田部会長

新居浜駅訪問 花壇の維持費を寄贈 他１名

令和6年４月１5日 会計監査 事務局 監事３名

事務局２名

令和6年４月１8日 全国女性フォーラム広島大会 グリンアリーナ広島 八田部会長

他　1名

令和6年5月３1日 新居浜市役所花壇植替え 新居浜市役所 八田部会長

他　6名
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年月日 行事名および講師名 会場 出席者

令和６年６月４日 租税教室（２９名）　講師　浅井憲子 垣生小学校 八田部会長他2名

令和６年６月７日 租税教室（１９名）　講師　八田十美子 浮島小学校 八田部会長

令和6年６月10日 第１２回年次報告会 リーガロイヤルホテル新居浜 八田部会長他14名

第1号議案

令和５年度事業報告（案）令和５年度収支決算報告（案）

及び監査報告

第2号議案

令和６年度事業計画（案）令和６年度収支予算（案）

令和６年６月１９日 全国女性フォーラム広島大会報告 リーガロイヤルホテル新居浜 八田部会長

市役所花壇植替えについて 他１０名

研修会について

租税教室について

老人福祉支援活動について

令和６年６月２５日 租税教室（３４名）　講師黒光　恵 宮西小学校 黒光副部会長他１名

令和６年７月２２日 女性部会連絡協議会 ホテルマイステイズ松山 八田部会長他1名

令和６年７月２８日 はま恋イベント リアントゥール 八田部会長、事務局

令和６年８月　９日 役員会 リーガロイヤルホテル新居浜 八田部会長

社会貢献活動(有)ﾁﾞｻｰﾋﾞｽふれんど訪問日程について 他７名

管外日帰り旅行について

市役所花壇について

租税教室講師養成研修について

令和６年８月９日 青年部会・女性部会合同研修会 リーガロイヤルホテル新居浜 八田部会長他９名

『「税」について考える』 講師：新居浜税務署反頭署長　　 21名参加

『令和６年分所得税定額減税について』　 講師：新居浜税務署古川統括官　21名参加

令和6年９月９日 四法連女性部会長サミット ホテルマイステイズ松山 八田部会長他1名

令和6年９月１０日 介護施設備品寄贈 ﾃﾞｨｻｰﾋﾞｽふれんど 八田部会長他４名

令和６年１０月４日 租税教室講師研修会 愛媛県東予地方局 女性部1名

令和６年１０月９日 役員会 リーガロイヤルホテル新居浜 八田部会長

社会貢献活動報告 他9名

12月研修会について

市役所花壇について

絵はがきコンクールについて

管外日帰り旅行について

令和６年１０月２７日 はま恋イベント ﾏｲﾝﾄﾋﾟｱ別子 八田部会長、事務局

令和６年１１月９日 にいはまﾏﾙｼｪ2024 ｲｵﾝﾓｰﾙ駐車場 八田部会長他5名

令和６年１１月１1日 日帰り管外研修旅行（四国まんなか千年ものがたり） 徳島 八田部会長他13名

令和６年１１月１4日 媛の会 道後温泉ﾎﾃﾙ古湧園　遥 八田部会長他1名

令和６年１２月８日 はま恋イベント リーガロイヤルホテル新居浜 八田部会長、事務局

令和６年１２月１０日 役員会 リーガロイヤルホテル新居浜 八田部会長他8名

日帰り旅行報告

媛の会報告

はま恋イベント報告

新居浜市役所花壇植替えについて

令和６年１２月１０日 青年部・女性部合同研修会 リーガロイヤルホテル新居浜 八田部会長他７名

「これからの社会に向かって」講師：新居浜税務署古川統括官

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15名参加

令和7年１月31日 新居浜市役所花壇植替え 新居浜市役所 八田部会長他6名

令和7年2月9日 はま恋イベント レストランLoca 八田部会長、事務局

令和7年2月13日 役員会 リーガロイヤルホテル新居浜 八田部会長他８名

新居浜駅花壇維持費寄贈日程について

年次報告会（仮）について

役員改選について

日帰り管外旅行先について

10 ページ
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報告事項 

（理事会承認済） 

令和７年度事業計画 

自 ２０２５年４月 １日 

至 ２０２６年３月３１日 

１． 基本方針・重点事項 

 当会は、新居浜市の法人企業の７割以上を会員としており、税知識の普及・啓発・納税意
識の向上、企業経営と地域社会の健全な発展に貢献することを目的に活動している。地域企
業により適正な申告と納税が行われるよう、研修会、講習会、広報活動並びに提言活動を行
い、税務行政が円滑に執行されることを目的として、国政の健全な運用の確保に資する事業
を行います。 

地域の中小企業の経営改善に役立つことを目的として、会計、経営、労務等を中心とした
研修会を実施することで、地域企業の健全な発展に資する事業を行います。また、地域社会
が抱えている課題への対応策として、中小企業単独では難しい企業の社会的責任（ＣＳＲ）
を果たすため、団体としての組織力を活用し、地域社会への貢献活動を目的とする事業を行
っていきます。  

（重点事項） 

（１） 会員・一般を含めた税知識の普及・税の啓蒙のための事業活動の推進。特に e-Tax・eLTax

（税理士の代理送信の活用）・キャッシュレス納付の周知と利用促進、消費税期限内納付
推進運動を積極的に展開します。 

（２） 税制税務に関する情報の発信 

（３） 租税教育活動の推進 

（４） 地域社会・企業の発展に貢献するための社会貢献活動の推進 

（５） 部会活動の充実と地域に密着した貢献活動の実施 

（６） 会員増強による組織基盤の確立 

（７） 福利厚生制度の推進と財源の確保 

２． 主な事業計画 

（１） 税知識の普及を目的とする事業 

  ① 税に関する研修・指導・講演会等 

【内容】 

・決算期別研修会（６回予定） 

新居浜税務署管内の全法人等を対象に、税制改正事項等の留意点等を説明し、適正な法 

人税等の申告が行われることを目的として開催します。又、この研修会では、自主点検 

チェックシートの記入の仕方についても同時に研修いたします。案内は、郵送あるいは 

一般の希望する者がいつでも参加できるようホームページ、広報誌等に掲載し開催を周 

知します。 

・新設法人研修会（１１月予定） 

新居浜税務署管内の新たに設立された全法人等を対象に、事業活動の中で税法上の留意 

点・社会保険事務等について理解してもらう目的で開催します。 

・源泉所得税年末調整説明会（１１月予定） 

新居浜税務署管内の全法人等を対象に、企業における源泉所得税の処理並びに年末調整 

について、適正な処理を目的として、新居浜税務署講師による説明会を税務署と連携し 

て開催します。（但し、大幅な改定事項がない場合は、未開催とします） 

・青年部会・女性部会による税務研修会（８月・１２月） 

青年部会・女性部会主催にて、さまざまな税を研修のテーマに取り上げ、税に関する理 

解と知識を深めるとともに正しい税知識を身につける目的で、講師に新居浜税務署長を 

はじめ各部門担当官及び税理士を招いて、間税会、青色申告会とも連携して開催します。 

・租税教室（６月～７月：青年部会３小学校・女性部会３小学校） 

租推協と連携して、青年部会・女性部会を中心として新居浜税務署管内の小学校に講師 

として訪問し、小学生に税の仕組み・大切さを勉強してもらう目的で開催します。 

租税教室の関連事業として、女性部会が主催・租税協の共催にて、市内全小学校の６年 

生に対して『税に関する絵はがきコンクール』の作品を募集し、出品作品の審査をして 

表彰する。最優秀賞は県連の審査会に申請します。表彰作品と出品作品を１１月１１日 
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～１７日の税を考える週間の行事として、イオンモール新居浜に掲示し、期間内の日曜 

日に表彰式を実施する。 

併せて、愛媛県東予地方局にて毎年実施される租税教室派遣講師養成のための研修会に 

青年部会・女性部会の役員が積極的に参加し、講師育成に努めます。 

 

（２）納税意識の高揚を目的とする事業 

  ①税に関する広報事業 

【内容】 

・「税を考える週間」後に新居浜市観光物産協会が開催するにいはまマルシェ２０２５に共 

催し、広報活動として、新居浜税務署管内の全法人、住民を対象に、税を考える機会を 

提供するとともに、税についての理解、意識啓発を促すことを目的として、税のチラシ、 

税の冊子等の無料配布等の広報活動を展開します。又、会場で税務署と共催にて税金ク 

イズを実施し、税を考える機会の提供を実施します。（税務団体である、間税会・青色申 

告会・納税貯蓄組合との共催にて実施する） 

 

②ホームページ並びに広報誌等による税情報の発信 

【内容】 

・ホームページでは、各種研修会、講演会、地域イベント等の開催要領を掲載するとと 

もに、法人税、消費税、相続税、資産税等国税と地方税の税関連情報等を掲載し、適 

宣更新を行います。 

・広報誌『法人にいはま』は、新居浜税務署、愛媛県、新居浜市等の提供の税情報、改 

正事項等の掲載を積極的に図り、新居浜税務署、新居浜市（市民税課・男女参画課・ 

市長秘書課・議員事務局・全議員・消防署・図書館・保健センター・広瀬記念館等）、 

新居浜市医師会、新居浜警察署、ＪＲ新居浜駅、地元金融機関等の協力を得て配布及 

び置いて、広く税情報の提供と納税意識の高揚について一般への周知を図ります。 

今年度の広報誌は、全面カラー版とし、発行回数を 3 回（新春号・夏号・秋号）とす 

る。 

 

（３）税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

①法人会全国大会及び税制改正の提言及び提言書の関係機関への提出 

【内容】 

 ・税制改正提言活動 

公益財団法人全国法人会総連合においては、毎年、全国の中小企業の租税負担の軽 

減と合理・簡素化及び適正公平な課税、税制・税務に関する提言を行うため、全国 

各法人会会員から税制に関する意見要望を取りまとめて、税制改正の提言を決議し、 

法人会全国大会で発表後、関係機関等に対し要望活動を行っております。当会にお 

いても会員・非会員から税制に関する意見要望を取りまとめ、一般社団法人愛媛県 

法人会連合会を通じて公益財団法人全国法人会総連合に上申しています。税制・税 

務に関する提言は、すべての企業に関連した内容となっています。 

  公益財団法人全国法人会総連合では、決議された要望事項を有効なものとするため 

国レベル、県連レベル、単位会レベルで関係機関等に対し要望活動を行っていま 

す。 

   当会は、法人会全国大会（１０月）で発表された税制・税務に関する提言を、国 

会議員、新居浜市、新居浜市議会等に提出するとともに、ホームページ並びに広報 

誌等を通じ広く一般に周知します。また、法人会全国大会で決議された要望事項は 

当会に持ち帰り、次年度以降の税制改正要望活動に活かすこととなっております。 

   当該事業は、公益財団法人全国法人会総連合が主催し、傘下の各都道府県法人会 

  連合会が持ち回りで主管として開催。会場は、主管県連が手配した会場で実施。当 

  会は、参加費等と旅費交通費等の一部を負担しております。 

 

②その他税に関する啓発事業等 

【内容】 

・全国青年のつどい（１１月）・全国女性フォーラム（９月） 

公益財団法人全国法人会総連合が主催し全国の青年経営者及び女性経営者並びに従業 

員が集い、税制、財政及び企業や地域社会の健全な発展等法人会の目的を達成するた 
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めの情報交換、意見交換並びに議論を行う「全国青年のつどい」や「全国女性フォー 

ラム」、その他これらに類する会合等に参加し、今後の租税教育事業等の公益目的事業 

に活かすこととなっております。 

  また、上記会合等に参加し得た情報等をホームページ、広報誌等に掲載し広く一般 

に周知致します。 

・全国的に展開している消費税期限内納付推進運動、ｅ―Ｔａｘ・ｅＬＴＡＸ・キャッ 

シュレス納付等普及促進運動を推進するため、広くチラシ等を配布してその周知につ 

とめ、一方で、その在り方について関係機関と協議し、その利便性を高めます。 

 

（４）地域企業の健全な発展に資する事業 

①事業者研修・指導・講演会等 

【内容】 

・新居浜税務署管内の全法人等を対象に、経営、経理、総務、税制、政治、経済、医療 

等必要なテーマを選定し、地域企業の健全な発展と地域社会への貢献活動を目的とし 

て開催して行きます。（パソコン講座・インターネットセミナー・経営セミナーを含む） 

郵送あるいは一般の希望する者がいつでも参加できるようホームページ、広報誌、メ 

ール会員等に掲載し開催を周知します。 

   また、愛媛県法人会連合会が主催する女性活躍促進事業、イクメン推進事業等のセ 

  ミナー、不定期に開催するセミナー等、新居浜市及び新居浜商工会議所開催のセミナ 

ーへも積極的に会員・非会員が参加できるようホームページ、メール会員、広報誌等 

に掲載し開催を周知します。 

 

  ②その他事業者支援事業等 

  【内容】 

・融資制度の普及推進 

地域企業の健全な発展を目的として、新居浜の中小企業並びに個人事業所の資金調達 

の円滑化を図るための融資制度あるいはその他の施策等について、積極的な広報を図 

り普及推進に努めて行きます。 

 

（５）地域社会への貢献を目的とする事業 

①地域社会貢献事業 

【内容】 

・地域イベントへの参加 

地域社会へ貢献することを目的として、毎年様々な催事やイベントが行われており、 

当会として、それら催事・イベントの充実、地域活性化を目的にイベントへの積極的 

な協力、また老人ホーム・障がい者施設等の社会福祉施設を訪問し、施設への備品等 

を寄贈して、社会貢献活動を行います。イベント等の会場で税に関する冊子等を配布 

し、税の大切さをアピールします。郵送あるいは一般の希望する者がいつでも参加で 

きるようホームページ、広報誌等に掲載し開催を周知します。 

新居浜花火大会への運営費負担をします。 

ＪＲ新居浜駅花壇管理費の寄贈、新居浜市役所の花壇管理（年２回の花の植え替えと
水やり管理等） 
 

・チャリティゴルフ大会の開催 

会員の親睦事業であるゴルフ大会と同時に社会貢献事業であるチャリティー募金を 

開催し、集まった募金は、新居浜市社会福祉協議会等市内福祉団体へ贈呈します。 

 

  ②行政等からの委託事業等の推進 

  【内容】 

・えひめ結婚支援センター・子育て応援企業認証サポート各事業の推進、県からの委託 

を受けた、結婚支援、子育て支援、各事業を企業や地域の方に広報活動等を行い、理 

解普及を推進します。 

結婚支援においては、新居浜市との連携による新居浜での婚活事業を今年度も支援予 

定しております。 
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（６）会員の福利厚生等に資するための事業 

①福利厚生制度推進会議 

【内容】 

・役員の方に法人会の活動状況を理解してもらう目的や福利厚生制度の推進を図る目的 

で開催いたします。 

・経営者大型保障制度の推進 

企業経営の安定と防衛を目的とし、法人会会員企業の福利厚生制度として推進しま 

す。 

取扱会社  大同生命保険株式会社・ＡＩＧ損害保険株式会社 

・ビジネスガードシリーズの推進 

企業経営のリスクをカバーする損害保険を目的とし、法人会会員企業の福利厚生制 

度として推進します。 

取扱会社  ＡＩＧ損害保険株式会社 

・がん保険・医療保険制度の推進 

会員企業の経営者・社員の健康に関連した保険で法人会会員企業の福利厚生制度と 

して推進します。 

取扱会社 アフラック生命保険株式会社・大同生命保険株式会社 

・貸倒保証制度（取引信用保険）の推進 

会員企業の取引先の法的な倒産、遅延発生等による債権が回収出来ない場合の補償 

制度で福利厚生制度の充実と経営安定化のため推進に努めます。 

取扱会社 三井住友海上火災保険株式会社 

    ・平成 28 年度よりスタートしたマイナンバー制度で発生する可能性がある個人情報漏 

えいのリスク対策の保険にて会員企業を守る為、『法人会の情報漏えいガード』のＰ 

Ｒ活動の推進を図って行きます。 

取扱会社 ＡＩＧ損害保険株式会社 

・コラボレーションローンの普及推進 

地域企業の資金調達の円滑化をはかる目的で金融機関、四国税理士会愛媛県支部連 

合会と連携した融資制度の普及促進に努めます。 

・インターネットバンキング特別割引制度の普及推進 

地域企業の業務効率化や利便性の向上、社内環境の整備を行う目的に普及促進に努 

めます。（会員は、新規申し込み時６か月間無料で利用可） 

 

（７）会員の交流に資するための事業 

①会員懇親会 

【内容】 

 ・毎年通常総会時に開催される会員懇親会にて、会員相互の情報交換会を開催します。 

 

②役員懇談会 

【内容】 

・役員が当会の活動方針や重点施策の推進等につき、協議を行い、目標実現に向け意思 

統一を行う。協議終了後の交流会を開催します。 

 

③会員親睦チャリティゴルフ大会 

【内容】  

・会員の親睦事業であるゴルフ大会と同時に社会貢献事業であるチャリティー募金を 

募集し、集まった募金は、新居浜市社会福祉協議会等市内福祉団体へ贈呈します。 

 

   ④役員研修旅行 

   【内容】 

    ・役員相互の情報交換を目的に管外研修旅行を実施しています。（２年に１回の開催で、 

本年度は未開催年となっております。） 

 

   ⑤ 青年部会・女性部会交流会 

   【内容】 

・青年、女性部会の年次報告会を行い、部員相互の情報交換を目的に交流会を開催しま
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す。 

・女性部会の毎年１１月に管外研修日帰り旅行は、２０２５年度も実施予定します。 

    ⑥新会員交歓会（交流会）の実施 

   【内容】 

    ・新規入会員への法人会の紹介（活動・組織等）により、法人会活動への積極的参加と 

会員間の異業種交流等による新会員の支援をします。 

   ⑦会員名簿の作成 

   【内容】 

    ・今年度は、２年毎に作成している会員名簿の作成年ですので作成します。 

 

（８）その他本会の目的を達成するために必要な事業 

① 四国税理士会を含めた納税協力団体との連携事業 

【内容】 

・納税意識の高揚と税の啓蒙をする目的で、四国税理士会並びに納税協力団体と協議し、 

連携してできる事業の推進を図って行きます。 

 

② ホームページによる情報発信とネットワークの構築 

【内容】 

・広く一般に情報を提供する目的で、ホームページによる情報発信の強化を図り、合わせ 

て広くネットワークの構築を図って行きます。 

 

  ③ＰＣメール会員の拡大 

  【内容】 

   ・会員のＰＣメール会員の拡大を展開し、税情報・経営支援情報（インターネットセミ 

ナーの番組表の毎月の配布・法人会価格の斡旋冊子の紹介・セミナー情報等の提供） 

等のタイムリーな発信を実施します。（ＰＣメール会員２０２５年度末目標８００会員以 

上へ拡大：総会員数の５１％） 

 

（９）会員増強事業  

 【内容】 

・９月から１２月を会員増強月間として、会員数の純増を目標に会員増強に努めます。 

 法人加入率７０％以上の維持に努めます。 

 会員増強も７０％以上をキープすると新規会員の勧奨も難しくなってきており、９月よ 

りの活動では、大変なため、今年度より国税庁の新規法人番号登録リストの公開月毎に 

法人会紹介の手紙を送付して、より多くの新会員が入会していただける様に活動して行 

きます。 

 

（１０）諸会議 

  【内容】 

   ・第１３回通常総会（５月２６日（月）予定） 

 ・正副会長会（年５回予定） 

   ・理事会（年４回予定：4 月・５月・10 月・3 月） 

   ・委員会（各年２回予定） 

     総務委員会     組織委員会  税制委員会 

     事業研修委員会   広報委員会  厚生委員会 

     役員懇談会（年１回） 

   ・青年部会・女性部会役員会 

 

（１１）全法連・四法連・愛媛県連事業への参加 

  【内容】 

   ・全法連全国大会への参加（高知県で開催：８名参加予定） 

   ・全国青年の集いへの参加（山梨県で開催：１名参加予定） 

   ・全国女性フォーラムへの参加（北海道で開催：１名予定） 

   ・全法連税制セミナー（オンライン）への参加 

   ・全法連・四法連・県連実施の青年・女性部会協議会、事務局セミナーへの出席 
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・愛媛県連の行う通常総会、理事会、委員会に出席 



月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2正副会長会 3正副会長会 5正副会長会 賀詞交歓会 4正副会長会

市長税制提言 （税務署・市）

14会計監査 3広報委員会 総務委員会 広報委員会 25広報誌発行 10-11役員研修旅行 広報委員会 14正副会長会

厚生委員会 税制委員会

18第１回定例理事会 事業研修委員会 組織委員会 事業研修委員会 厚生委員会 25広報誌発行 総務委員会 第3回定例理事会

広報誌(ほうじん)送付 26第13回通常総会

28税制委員会 25広報誌発行 拡大組織委員会

10女性部会年次報告会 女性部会青年部会合同 25広報誌発行 役員向け研修会 青年部会役員会

13租税協総会 研修会 ｺﾞﾙﾌｺﾝﾍﾟ 青年部会役員会

10女性部会役員会 14青年部会役員会 10青年部会年次報告会 青年部会役員会 女性部会「管外研修 8はま恋de愛ｲﾍﾞﾝﾄ

10青年部会役員会 　女性部会役員会 女性部会役員会 福祉施設備品寄贈 日帰り旅行」 女性部会役員会 青年部会「新居浜凧揚女性部会役員会

28はま恋de愛ｲﾍﾞﾝﾄ （社会貢献活動） 女性部会役員会 女性部青年部研修会 げ大会」 新会員交歓会

24決算法人研修会 青色申告会総会 決算法人研修会 決算法人研修会 パソコン講座 決算法人研修会 新設法人研修会

はま恋de愛ｲﾍﾞﾝﾄ 租税教室６校 青年部会「親子防災 租税教室養成研修 新居浜市役所花壇管理 決算法人研修会
新居浜市役所花壇
管理

ｽﾀｰﾄDay2024夏」 27はま恋de愛ｲﾍﾞﾝﾄ 年末調整説明会 青年部会忘年会 決算法人研修会

　きき酒会　 5 第12回通常総会 事業研修委員会 調査課部会 厚生委員会 組織委員会 正副会長委員長会

13理事会
　役員会・総会 正副会長委員長会 女性部会連絡 厚生委員会 事業研修委員会

税制委員会 組織委員会 理事会 協議会(総会）
県下事務局職員会議 調査課部会

事業研修委員会 広報委員会 正副会長委員長会 広報委員会 　　税務研修会

11拡大厚生委員会 総務委員会 税を考える週間行事 総務委員会

　会計監査 青年部会定時 女性部会連絡
連絡協議会 協議会

女性部会定時
　　連絡協議会 青連協役員会 女連協役員会

青連協役員会 青年部会定時
　

　　連絡協議会
青年部会長ｻﾐｯﾄ

四国管内事務局長会議
通常役員総会

 専務局長会議

  税制常任委員会 組織委員会 新年賀詞交換会 全国

女性フォーラム 事務局職員セミナー

　　　　（広島） 16全国大会（高知）

理事会

8全国青年の集い(福井) 組織委員会

総務委員会

税制セミナー

２ ０ ２ ４ 年 度 事 業 計 画

(公益社団法人）新居浜法人会

第2回定例理事会・
福利厚生制度推進
会議・役員懇談会

新居浜マルシェ２０２
４（税の広報・税金ク
イズ）

四国税理士会
新居浜支部総会

18女性フォーラム
　（北海道）

青連協愛媛大会
新居浜大会

全
国
法
人
会
連
合
会

四
国
法
人
会
連
合
会

会　員　増　強　月　間

新
 
居
 
浜
 
法
 
人
 
会 部会

研修会

役員会

愛
媛
県
法
人
会
連
合
会

1JR新居浜駅花壇
　維持費寄贈



（総会用）

（単位：円）
当年度予算額 前年度予算額 増減 備考

900 900 0
 基本財産受取利息 900 900 0

150 150 0
 特定資産受取利息 150 150 0

9,853,000 8,302,000 1,551,000
正会員受取会費 9,257,000 7,860,000 1,397,000
賛助会員受取会費 596,000 442,000 154,000

631,000 1,366,000 △ 735,000
研修事業収益 0 45,000 △ 45,000
広報事業収益 231,000 231,000 0
福利厚生事業収益 0 0 0
会員親睦事業収益 400,000 1,090,000 △ 690,000

7,129,940 7,213,880 △ 83,940
全法連受取助成金振替額 6,848,100 6,916,600 △ 68,500
県法連受取補助金 281,840 297,280 △ 15,440

1,990,000 2,278,000 △ 288,000
受取負担金 560,000 560,000 0
青年・女性部会受取負担金 1,400,000 1,688,000 △ 288,000
受取寄付金 30,000 30,000 0

136,050 131,050 5,000
受取利息 50 50 0
雑収益 136,000 131,000 5,000

19,741,040 19,291,980 449,060

669,020 460,240 208,780 公１ー１

会場費 263,100 88,500 174,600
印刷製本費 85,000 72,000 13,000
通信運搬費 103,800 89,220 14,580
旅費交通費 14,160 14,160 0
諸謝金 30,000 30,000 0
会議費 48,000 48,000 0
支払負担金 30,000 30,000 0
消耗品費 94,960 88,360 6,600

635,428 747,676 △ 112,248 公１ー２

消耗品費 106,000 256,000 △ 150,000
通信運搬費 356,268 318,516 37,752
旅費交通費 14,160 14,160 0
会議費 60,000 60,000 0
印刷製本費 49,000 49,000 0
支払負担金 50,000 50,000 0

523,520 603,704 △ 80,184 公１ー３

旅費交通費 406,260 523,160 △ 116,900
会議費 40,000 40,000 0
通信運搬費 7,260 5,544 1,716
支払負担金 70,000 35,000 35,000

625,794 574,404 51,390 公２ー１

会場費 40,000 40,000 0
印刷製本費 125,000 125,000 0
通信運搬費 221,994 260,604 △ 38,610
旅費交通費 0
消耗品費 0
諸謝金 30,000 30,000 0
委託費 208,800 118,800 90,000

290,000 349,400 △ 59,400 公２ー２

支払負担金 0
印刷製本費 0
寄付金 50,000 50,000 0
消耗品費 240,000 299,400 △ 59,400

1,994,488 2,736,288 △ 741,800 他１

会議費 944,000 1,032,000 △ 88,000
印刷製本費 282,208 128,408 153,800
会場費 10,000 10,000 0
旅費交通費 583,280 1,400,880 △ 817,600
消耗品費 175,000 165,000 10,000

4,738,250 5,471,712 △ 733,462

経 常 収 益 計
（2） 経常費用

事業費
（税の知識普及事業）

（納税意識高揚事業）

（税制提言事業）

（地域企業発展事業）

（社会貢献事業）

（会員増強、交流支援、福利厚生事業）

直 接 事 業 経 費 計

雑収益

２０２５年４月１日～２０２６年３月３１日まで

科　　　　　　　　　目
Ⅰ一般正味財産増減の部

１経常増減の部
（１）経常収益
基本財産運用益

特定資産運用益

受取会費

事業収益

受取補助金

受取負担金

２０２５年度収支予算書
報告事項

（理事会承認済）



当年度予算額 前年度予算額 増減 備考
給料手当 6,853,000 5,500,200 1,352,800 共通経費

退職給付費用 195,800 178,000 17,800 共通経費

福利厚生費 1,050,200 881,100 169,100 共通経費

通信運搬費 356,000 356,000 0 共通経費

什器備品費 48,060 48,060 共通経費

消耗品費 115,700 115,700 0 共通経費

印刷製本費 1,231,620 1,231,620 0 共通経費

光熱水料費 148,893 148,893 0 共通経費

賃借料 817,394 802,709 14,685 共通経費

租税公課 2,021 2,021 0 共通経費

リース料 339,410 339,410 0 共通経費

支払手数料 133,500 44,500 89,000 共通経費

共 通 事 業 経 費 計 11,291,598 9,600,153 1,691,445
16,029,848 15,071,865 957,983

給料手当 847,000 679,800 167,200
退職給付費用 24,200 22,000 2,200
福利厚生費 129,800 108,900 20,900
会議費 1,778,000 1,514,000 264,000
旅費交通費 244,840 333,040 △ 88,200
通信運搬費 271,700 237,680 34,020
什器備品費 5,940 5,940
消耗品費 50,300 50,300 0
印刷製本費 225,558 225,558 0
光熱水料費 18,403 18,403 0
賃借料 101,026 99,211 1,815
租税公課 249 249 0
委託費 55,968 55,968 0
諸会費 236,400 236,400 0
会場費 195,700 195,700 0
支払寄付金 20,000 20,000 0
渉外慶弔費 100,000 100,000 0
表彰費 200,000 215,000 △ 15,000
リース料 41,950 41,950 0
支払手数料 16,710 5,710 11,000
管 理 費 計 4,563,744 4,159,869 403,875

20,593,592 19,231,734 1,361,858
△ 852,552 60,246 △ 912,798

0 0 0
△ 852,552 60,246 △ 912,798
18,800,414 18,740,168 60,246
17,947,862 18,800,414 △ 852,552

6,566,600 6,566,600 0
△ 6,566,600 △ 6,566,600 0

0 0
0 0
0 0

17,947,862 18,800,414 △ 852,552

一 般 正 味 財 産 期 末 残 高
Ⅱ　指定正味財産増減の部

受取補助金等
受 取 全 法 連 助 成 金
一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 額

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額
指 定 正 味 財 産 期 首 残 高
指 定 正 味 財 産 期 末 残 高

Ⅲ　 正味財産期末残高

一 般 正 味 財 産 期 首 残 高

管理費

経 常 費 用 計
当 期 経 常 増 減 額

２. 経常外増減の部
（1）経常外収益

経 常 外 収 益 計
（2）経常外費用

経 常 外 費 用 計
当 期 経 常 外 増 減 額
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額

事 業 費 計

科　　　　　　　　　目



報告事項 

理事会承認済 

 

公益社団法人新居浜法人会 役員等の選任及び退任に関する規程 

（目 的） 

第 １ 条 この規程は、公益社団法人新居浜法人会（以下「本会」という｡)の定款第１９条の規定に基づき、

役員等の選任及び退任の基準に関し必要な事項を定めるものとする。 

（適 用） 

第 ２ 条 この規程は、本会の理事、監事及び委員（以下「役員等」という） 

ついて適用する。 

   ２ 部会の役員については、別に定める。 

（選任基準） 

第 ３ 条 理事（専務理事を除く。）及び監事並びに委員は、原則として会員企業の代表権を有する役員（表

見代表取締役を含む。）である者とする。 

        ただし、法人会の役員に就任後、当該企業の代表権を有する役員を退いた場合においても、引き続き

顧問・相談役等に就任し、かつ、法人会活動に関して当該企業を代表すると認められる者について

は、この限りでない。 

   ２ 理事のうち少なくとも一人以上は外部理事とし、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す

る法律（以下認定法）第5条第15号並びに、公益社団法人及び7公益財団法人の認定等に関する法律施

行規則（以下認定規則）第4条第1号及び第3号に掲げるものとする。また、監事についても少なくと

も一人以上は外部監事とし、認定法第5条第16号並びに認定規則第5条第1号及び第3号に掲げるもの

とする。 

（退任基準） 

第 ４ 条 理事（専務理事を除く。）及び監事並びに委員の退任基準年齢は、満７５歳とする。 

     ２ 専務理事の退任基準年齢は、満６５歳とする。 

     ただし、会長が特に必要と認めた場合には、理事会の承認を得て任期を延長することができる。 

     ３ 退任基準年齢の判定日は、それぞれ改選が行われる年の３月３１日とする。    

   ４ 任期中に退任基準年齢に達した場合は、その任期満了まで在任するものとする。 

（改 廃） 

第 ５ 条 この規程を改廃するときは、理事会の承認を得なければならない。 

附     則 

この規程は、平成２５年４月１日から適用する。 

この規程の改定版は、平成２６年４月１日から適用する。 

この規程の改訂版は、令和７年４月１日から適用する。 

 

役員等の選任及び退任に関する規程の改定箇所は、下線  部分です 



 

 

公益社団法人新居浜法人会 職員給与規程 

第１章 総    則 

（目 的） 

第 １ 条 この規程は、公益社団法人新居浜法人会（以下「本会」という。）職員就業規則（以下「就業規則」

という）第３２条の規定に基づき、職員の給与に関し必要な事項を定めるものとする。 

   ２臨時職員については、会長が別に定める。 

（給与の形態） 

第 ２ 条 この規程において給与とは、月例給与及び賞与をいう。 

   ２ 諸手当は、役職手当、通勤手当、時間外勤務手当及び住宅手当とする。 

（支給方法） 

第 ３ 条 給与は、所得税、住民税、社会保険料、及び職員の過半数を代表する者と控除することについて協

定を結んだものの金額を控除した残額を、職員に直接支給するものとする。 

   ２ 職員の死亡により本人に給与を支払うことができない場合は、労働基準法施行規則第４２条から

第４５条までに規定されている遺族補償を受ける者の順位に従い、当該職員の遺族に支給する。 

    （１）配偶者（婚姻の届出をしないが、職員の死亡当時、事実上婚姻と同様の 

関係にあった者を含む） 

（２）子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で、職員の死亡当時主として、その収入によって生計を 

維持していた者 

（３）前号に掲げる者のほか、職員の死亡当時主としてその収入によって生計を維持していた親族 

（４）子、父母、孫、祖父母及び兄弟姉妹で第２号に該当しない者 

（５）支給を受ける順位は、第２項各号の順位により、第２号及び第４号に掲げる者のうちにあっ 

ては、同号に掲げる順位による。この場合において、父母については、養父母を先にし実父母 

を後にする。 

（６）支給を受けるべき同順位の者が２人以上ある場合には、その人数によって当分して支給する。 

 

 

 

（支給日） 

第４ 条 月例給与は、翌月１０日（支給日が休日の場合は、順次前日に繰り上げる。）に 

支給とする。 

   ２ 職員の給与は、第１項の支給日において、前月分の基本給、役職手当、通勤手当及び時間外勤務手

当を支給する。 

   ３ 職員の給与は、法令に基づき、その職員の給与から控除すべきものの金額を控除し、その残額を職

員の銀行口座に振り込んで支給する。 

   ４ 月例給与の締切は当月末とする。 

（非常時払） 

第５ 条 災害、疾病、死亡、その他、本会が特に必要と認めた場合には、職員の申請により、支払日前であ

っても既往の勤務に対する給与を支給する。 

 

（採用時の給与） 

第 ６ 条 新たに職員となった者には、第１４条に定める日割り計算により採用の日から給与を支給する。 

（退職時の給与） 

第 ７ 条 職員が退職した場合の給与は、第１４条に定める日割計算により退職の日まで給与を支給する。

ただし、職員が定年または死亡により退職したときは、その月の末日までの給与を支給する。 

 

（休暇期間中の給与） 

第 ８ 条 職員就業規則第２４条（年次有給休暇）及び第２５条（特別休暇）に定める休暇期間については、

報告事項 

理事会承認済 

職員給与規程の改定箇所は、下線  部分です。 



給与を支給する。 

（欠勤期間中の給与） 

第 ９ 条 欠勤した期間については、原則として給与を支給しない。 

（休業期間中の給与） 

第１０条 職員就業規則第２６条（産前産後の休業）、第２７条（育児休業）及び第２８条（介護休業）に

定める休業期間については、給与を支給しない。 

（休職期間中の給与） 

第１１条 職員就業規則第３４条に定める休職期間については、給与を支給しない。 

（給与総額） 

第１２条 給与総額は、第１８条の月例給与とする。 

（欠勤等控除） 

第１３条 遅刻、早退、欠勤、私用外出、休職等（以下「休業」という）により、勤務時間の全部又は、一

部を休業した場合は、その休業した時間に対応する給与を支給しない。 

   ２ 休業した時間の計算は、当該給与支払期間の末日にて合計し、精算は、翌月 

    １０日に行うものとする。 

   ３ 休業した時間の控除額の算定は、次の計算式とする。但し、欠勤日数が月間 

    所定労働勤務日数の１／２を超える場合は、（２）の計算式を用いる。 

    （１）欠勤控除額 

      基本給・役付手当÷月間所定勤務日数ｘ欠勤日数 

       時間控除数 

      基本給・役付手当÷月間所定勤務日数ｘ休業時間 

    （２）実働支払額 

      基本給・役付手当÷月間所定勤務日数ｘ出勤日数 

 

（日割計算） 

第１４条 一給与支払期間の中途において入社、又は退職した者の給与額の算定は、次の計算式とする。 

    （１）実働支払額 

      基本給・役付手当÷月間所定勤務日数ｘ実勤務日数 

（端数処理） 

第１５条 一給与支払期間の給与総額を計算する過程で生ずる１円未満の端数は、切り上げて計算する。但

し、休業した時間に対する給与計算については、その端数は切り捨てて計算する。 

（平均給与の計算） 

第１６条 職員就業規則第４０条による解雇予告手当等を支給する際の平均給与は、次 

    の算式によって計算した額とする。 

         直前の給与締切日より起算した３カ月間の給与総額 

平均給与＝                          

            ３ カ 月 間 の 総 日 数 

   ２ 採用後３カ月に満たない者については、第１項の期間は採用後の期間とする。 

（本規程に定めのない事項） 

第１７条 この規程に定めのない給与関係事項は、労働基準法の定めるところによる。 

第２章 月 例 給 与 

（月例給与の構成） 

第１８条 月例給与の区分は、基本給及び諸手当とする。 

   ２ 諸手当は、役付手当、家族手当、通勤手当及び時間外勤務手当とする。 

（基本給） 

第１９ 条 基本給は、経験、学歴、年齢等を勘案して、勤務成績、能力及び業務経歴等を考慮して会長が決

定する。 

（昇 給） 

第２０ 条 昇給は、原則として毎年６月に、第２項に定める昇給の査定期間における職務遂行能力の伸長及



び勤務成績並びに民間企業における賃金水準等を総合勘案して、別に定める給与基準に基づき決定

し、その年の４月１日にさかのぼって実施する。ただし、次に掲げる者には適用しない。 

    （１）その年、４月１日以降に採用された者 

    （２）昇給の算定期間において減給以上の懲戒処分を受けた者 

    （３）昇給の時期において休職中の者 

  ２ 昇給の算定期間は、前年４月１日から当年３月３１日とする。 

３ 職員の給与は、毎年度見直し、予算の範囲内で昇給させることができる。 

（役付手当） 

第２１ 条 役付手当は、事務局長に対し、次の金額を支給する。 

    区         分   支給額（月額）  

 事 務 局 長  ２５０００円 

    ２ 月の途中で前項の役職に就任した場合、及び役職に変更があった場合は、第 

     １４条に定める日割り計算に準じて計算し、支給する。 

 

（家族手当） 

第２２条 家族手当は、扶養家族のある職員に次の金額を支給する。 

区     分 支給額（月額） 

配  偶  者 会長が決定 円 

満１８歳未満の子、孫，弟妹 会長が決定 円 

満６０歳以上の父母、祖父母 会長が決定 円 

   ２ 扶養家族とは、前項に掲げる者で、他に生計の途がなく主としてその職員の 

    扶養を受けている次の者とする。 

   ３ 前項に掲げる者のうち、その者の年間所得額（所得には、年金等恒常的に収 

    入のある者を含み、譲渡所得等の一時的な収入を除く。）が、所得税法に定め 

    る独身の給与所得者に対する課税最低限の金額を超える者は、扶養家族とする 

ことができない。 

 ４ 家族手当は、その対象者が扶養家族でなくなった場合、当月まで支給する。 

 ５ 扶養家族の変更については、遅滞なく届け出なければならない。 

（時間外勤務手当） 

第２３条 時間外勤務手当は、就業規則第２１条の規定により時間外勤務及び休日勤務を命ぜられた職員（事

務局長は除く）に対し、次のとおり支給する。 

    （１）平日（休日以外の日をいう。）の午後５時から翌日午前９時までの勤務に 

対し、勤務１時間当たりの給与額の１２５％（ただし、午後１０時から翌 

朝午前５時までの勤務（以下「深夜勤務」という。）について１５０％） 

の額とする。 

（２）休日勤務 

  イ．職員就業規則第２１条第２項による休日の振替を行った場合の休日勤 

   務に対しては、勤務時間１時間当たりの給与額に次の支給率を乗じた額 

   とする。 

   ① 職員就業規則に定める勤務時間内の場合    ２５％ 

   ② 職員就業規則に定める勤務時間を超える場合 １２５％ 

   ③ 深夜勤務の場合              １５０％ 

  ロ．休日勤務をさせた後に代休を与えた場合は、勤務時間１時間当たりの 

    給与額に次の支給率を乗じた額とする。 

① 職員就業規則に定める勤務時間内の場合    ３５％ 

   ② 職員就業規則に定める勤務時間を超える場合 １３５％ 

   ③ 深夜勤務の場合              １６０％ 

（３）（１）の規定にかかわらず、法定時間外労働が 1 か月６０時間を超える場合には超えた時間

以降の支給率を２５％加算し、１５０％の額とする。 



   ２ 勤務１時間当たりの給与額とは、基本給及び役付手当の合計額を月間所定勤 

    務時間で除した金額とする。 

   ３ 一給与支払期間における時間外勤務、休日勤務及び深夜勤務の各々の時間数 

    の合計に１時間未満の端数がある場合は、３０分未満の端数を切り捨て、それ 

以上を１時間に切り上げることとする。 

（通勤手当） 

第２４条 通勤手当は、職員の通勤距離により次の金額（月額）を支給する。 

     ３ｋｍ以上５ｋｍ未満  ３０００円 

     ５ｋｍ以上 ８ｋｍ未満 ５０００円 

     ８ｋｍ以上       ８０００円  

   ２ 通勤経路に変更のあったときは、直ちに届け出なければならない。 

（住宅手当） 

第２５条 住宅手当は、持ち家の場合は対象外です。親族所有の物件は、賃貸借契約を交わせば支給対象に

なりますが、「同居」と判断された場合は支給されません。自宅が賃貸物件等に居住している場合に

のみ支給する。 

     住宅手当は、一律２０，０００円とする。 

 

第３章 賞      与 

（賞与の支給対象者） 

第２６条 賞与は、毎年６月１日及び１２月１日にそれぞれ在職する職員に対し、賞与の算定期間におけるそ

れぞれの勤務成績に応じた額を支給する。 

   ２ 前項の所定の日前１ヶ月以内に退職し、または、死亡した職員については、 

    それぞれ日割計算により賞与を支給する。 

   ３ 賞与の査定期間において、停職以上の懲戒処分を受けた者には賞与を支給しない。 

（賞与の支給額） 

第２７条 賞与の額は、基本給、役付手当、及び家族手当の合計額に、予算額に応じて、会長が決定した支給

率を乗じた金額とする。 

（賞与の査定期間） 

第２８条 第２５条第１項の賞与の査定期間は、６月期賞与にあたっては前年１２月１日から５月３１日

まで、また、１２月期賞与にあたっては６月１日から１１月３０日までとする。 

（支給日） 

第２９条 ６月期賞与は毎年６月中に、１２月期賞与は毎年１２月中に、それぞれ支給する。 

   ２ 前項の場合において、手続きその他、特に止むを得ない理由によって、賞与の支給が困難な場合

には、支給日の変更、若しくは賞与を支給しないことがある。 

（改 廃） 

第３０条 この規程を改廃するときは、理事会の承認を得なければならない。 

 

附     則 

この規程は、平成２５年４月１日から適用する。 

 この規程の改定版は、平成２６年４月１日から適用する。 

この規程の改定版は、令和４年４月１日から適用する。 

この規程の改定版は、令和５年４月１日から適用する。 

この規程の改定版は、令和７年３月１日から適用する。 

 

 



令和７年度役員表彰者名簿 

【退任役員感謝状】 役員在籍５年以上・過去３年間平均出席率５０％以上 

          株 式 会 社 神 野 忠 夫 商 店     神野 雄太 

          株 式 会 社 マ ク ロ キ ッ チ ン キ グ フ ジ   北野 久美子 

          妻 鳥 パ ー ト ナ ー ズ 税 理 士 法 人     妻鳥 孝行 

           

【運営功労表彰】  役員在籍５年以上・過去３年間平均出席率５０％以上 

香 川 建 設 株 式 会 社         徳久 晴彦 

青 野 海 運 株 式 会 社         森徳 貴 

株 式 会 社 白 石 工 務 店       白石 誠一 

 

【役員功労表彰】  役員在籍５年以上・過去３年間平均出席率５０％以上 

          株 式 会 社 菅 工 務 店         菅  公逸 

          株 式 会 社 に 志 ま き 呉 服 店   真木 正広 

          有 限 会 社 税 務 経 営 サ ポ ー ト       永易 明洋 

 

【会員増強表彰】  

【金融機関】 

 （年間５会員以上） 

          株 式 会 社 伊 予 銀 行         新居浜支店 

          株 式 会 社 伊 予 銀 行         角野支店 

 （年間３会員以上） 

          株 式 会 社 愛 媛 銀 行         新居浜支店 

          株 式 会 社 愛 媛 銀 行         中萩支店 

          株 式 会 社 愛 媛 銀 行         泉川支店 

          株 式 会 社 愛 媛 銀 行         新居浜東支店 

          東 予 信 用 金 庫             本店営業部 

          東 予 信 用 金 庫             川東支店 

          東 予 信 用 金 庫             泉川支店 

          東 予 信 用 金 庫             新居浜駅前支店 

          愛 媛 信 用 金 庫             新居浜支店 

          愛 媛 信 用 金 庫             中萩支店  

【役員その他】 

 （年間３会員以上） 

役員・会員   香 川 建 設 株 式 会 社         徳久 晴彦 

 

【福利厚生制度推進表彰】 

  ・役員、会員紹介 １社以上 

          寿 商 事 株 式 会 社           日野 英典 

          有 限 会 社 光 タ ク シ ー       八田 十美子 

 

    ・福利厚生推進員 ５社以上 

    今年度は、対象者無し 

 


